
 
 
 
 
 
 

令和元年度 ＩＣＴを活用した 
離島における高校教育調査研究  

報告書 
 
 
 
 
 
 
 

令和２年３月 
 

株式会社 情報通信総合研究所 
 
 

令和元年度内閣府沖縄振興局委託事業 



 

 
 

 目 次 
 

調査の概要 ............................................................................................................................ 1 

第１章 現状......................................................................................................................... 4 

第１節 離島における教育の現状 ..................................................................................... 4 

第２節 支援策の現状 ....................................................................................................... 7 

第３節 遠隔教育や高校を設置する際における制度の現状............................................ 13 

【コラム】与那国町、伊江村の現状及び取組 ................................................................. 19 

第２章 アンケート調査の結果 .......................................................................................... 23 

第１節 離島に住む中学生・高校生・保護者のニーズ等 ............................................... 23 

第２節 離島自治体（自治体・小中学校長）のニーズ ................................................... 46 

第３章 日本におけるＩＣＴを活用した教育環境改善に資する先行事例の現状 ............... 52 

第１節 遠隔授業の類型別の先行事例 ............................................................................ 52 

第２節 ＩＣＴを活用した教育の情報化への取組事例 ................................................... 56 

第３節 本検討会における事例視察 ............................................................................... 57 

第４章 与那国町と伊江村を結んで実施したＩＣＴ実証実験の報告 ................................. 70 

第１節 実証実験の概要 ................................................................................................. 70 

第２節 ＩＣＴ機器を活用した遠隔授業による教育効果等検証委員会の設置 ............... 72 

第３節 ＩＣＴ機器活用による遠隔授業実証実験の成果と検証 .................................... 73 

第５章 まとめ ................................................................................................................... 80 

第１節 離島における教育環境の課題 ............................................................................ 80 

第２節 現状と課題を踏まえた対応策 ............................................................................ 82 

 

（参考１）ＩＣＴを活用した離島における高校教育に関するアンケート調査………. 参考-1 

（１）ＩＣＴを活用した離島における高校教育に関するアンケート調査票………. 参考-1 

（２）ＩＣＴを活用した離島における高校教育に関するアンケート集計表（全体版） 

……………………………………….. 参考-41 

（参考２）参考資料……………………………………………………………………….. 参考-64 

 （１）離島の現状及び平成 29・30 年度の実証実験等の報告（内閣府提出資料）. 参考-65 

（２）高等学校の通信制課程及び遠隔教育について（文部科学省提出資料）….. 参考-71 

（３）教育の情報化に関する総務省の取組（総務省提出資料）………………….. 参考-78 

 

 

 



 

1 
 

調査の概要                                     

 

１．調査の目的 

沖縄の離島における教育環境整備については、沖縄振興審議会の報告「沖縄振興の一環

としての人材育成」（平成 29 年 6 月 28 日）を踏まえた「沖縄の人材育成のための今後の

取組」（平成 29 年７月４日）によれば、「情報通信技術を活用した遠隔教育によって離島

における高校段階の教育環境を拡充させる」とされている。 

内閣府では、平成 29 年度に補助事業として、離島自治体である与那国町と琉球大学に

よる「ＩＣＴを活用した離島における高校教育実証実験事業」（以下「実証実験」という。）

を実施し、平成 30 年度においても与那国町と琉球大学において引き続き実証実験を行っ

てきたところである。 

令和元年度においては、与那国町に加え伊江村においても実証実験を実施するとともに、

ＩＣＴを活用した高校のない離島における高校教育の将来像を議論するため、関係省庁や

沖縄県、離島自治体、琉球大学等による検討会を設置・開催した。本検討会においては、

与那国町及び伊江村における実証実験の結果に加え、全国のＩＣＴを活用した先行事例の

調査や離島の中学生、高校生、保護者等に対する高校教育に関するアンケート調査の結果

を踏まえ、現状の課題や今後の方向性等について議論し、本報告書として議論の整理をと

りまとめる。 

 

２．実施内容 

（１）沖縄離島ＩＣＴ教育の在り方に関する検討会の開催 

   沖縄県の離島におけるＩＣＴを活用した教育の在り方に関し、以下の構成員により

構成される「沖縄離島ＩＣＴ教育の在り方に関する検討会」を開催し、以下の項目に

ついて検討を行った。 

① 沖縄県の離島自治体の保護者及び生徒、行政担当者を対象としたアンケート調

査の実施、分析手法 

② 先進事例調査の実施方針、調査分析 

③ 「沖縄人材育成事業費補助金」により令和元年度に行う「ＩＣＴを活用した離

島における遠隔教育の実証」の評価・考察 

④ その他、沖縄県の離島におけるＩＣＴを活用した高校教育に取り組む際の課題

点、円滑に取り組むための方策等 
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  ⅰ．構成員（五十音順） 

  （委員） 

氏名 所属 

新城米広 伊江村教育委員会教育行政課長 

磯部大輔 与那国町教育委員会教育課長 

大山研次 内閣府沖縄総合事務局総務部調査企画課長 

金城礼子 沖縄県町村会企画振興課長 

重永将志（第１回） 

宮腰奏子（第２～４回） 
内閣府沖縄振興局総務課事業振興室長 

背戸博史 琉球大学地域連携推進機構地域連携企画室長（教授） 

玉城学 沖縄県教育庁県立学校教育課長 

當間文隆 沖縄県立総合教育センター主任指導主事 

森田裕介 早稲田大学人間科学学術院准教授 

 

   （オブザーバー） 

氏名 役職 

田村卓也（第１回） 

村瀬剛太（第２～４回） 
総務省情報流通行政局情報流通振興課情報活用支援室長 

田村真一（第１回） 

塩川達大（第２～４回） 
文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当） 

 

  ⅱ．開催実績 

 日時 場所 

第１回 令和元年６月２１日 中央合同庁舎８号館５階共用会議室Ｄ 

第２回 令和元年９月３０日 那覇第２地方合同庁舎２号館１階 

共用会議室Ａ・Ｂ 

第３回 令和２年１月２０日 中央合同庁舎８号館５階共用会議室Ｃ 

第４回 令和２年３月 ６日 持ち回り審議 

 

（２）ＩＣＴを活用した先行事例の調査 

我が国におけるＩＣＴを活用した先行事例について情報収集を行うとともに、先進

的な取組を実施している地域の現地調査を実施した。 

 

 （３）ＩＣＴを活用した離島における高校教育に関するアンケート調査 

    離島におけるＩＣＴを活用した高校教育へのニーズや課題等を把握することを目

的として、離島の生徒及びその保護者並びに行政担当者等を対象として、沖縄県の離

島においてＩＣＴを活用した高校教育に関係するアンケート調査を実施した。 

 

（座長） 
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 （４）与那国町と伊江村を結んで実施したＩＣＴ実証実験 

平成２９年度以降、離島自治体である与那国町と琉球大学により実施してきた実証

実験について、今年度は与那国町と伊江村という２つの離島自治体を接続し、お互い

に事業を配信する形式による実証実験（内閣府補助事業）を実施した。 
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第１章 現状                                     

 第１節 離島における教育の現状                     
 

沖縄の離島における教育環境整備については、沖縄振興審議会の報告「沖縄振興の一環とし

ての人材育成」（平成２９年６月２８日）において、沖縄の人材育成の課題として、小中学校段

階での基礎学力の向上と不登校、高校進学率の低さと高校中退率の高さが指摘されている。 

令和元年度の高校進学率は、全国平均が 98.8％に対し、沖縄県では 97.3％と低く、平成３０

年度の高校中退率は、全国平均 1.6％に対して、沖縄県では 2.2％と高くなっている。 

「沖縄の人材育成のための今後の取組」（平成２９年７月４日）においては、 

1 沖縄独自の奨学金の創設 

2 小学校から大学までの教育 

3 社会人の人材育成 

の観点からの諸施策をとりまとめられている。 

 その中では、「十五の春、さらには子供の進学に際して家族も島を離れざるを得ない状況を少

しでも減らせるよう、情報通信技術を活用した遠隔教育によって離島における高校段階の教育

環境を充実させる。」としている。 

 沖縄県には、県立高校６０校（全日制５２校・全日制と定時制の併置６校・全日制と通信制

の併置１校、定時制と通信制の併置１校）に 43,000 人余、私立高校８校（全日制４校・広域通

信制４校）に 13,000 人余、の合計約 57,000 人が在籍し学んでいるが、高校の所在地は、沖縄

本島のほかには、宮古島（宮古島市）・石垣島（石垣市）・久米島（久米島町）となっている。 

高校が所在しない伊是名村・伊平屋村・伊江村・渡嘉敷村・座間味村・北大東村・南大東村・

渡名喜村・粟国村・多良間村・竹富町・与那国町およびうるま市津堅島・南城市久高島・本部

町水納島に在住する中学生は、中学校卒業後、通信制以外の高校に進学する際には、自宅のあ

る離島を離れ、沖縄本島・宮古島・石垣島・久米島あるいは本土に移住する必要がある。 

これらの離島の中学卒業生は、平成２９年度で２００人以上であり、沖縄県内の中学卒業生

（約 16,000 人）の１％強に相当する比率である。 

これらの離島の中学卒業生の高校進学率は平成２９年度で１００％となっている。中学校卒

業と同時に島を出る必要があることから、沖縄県では「十五の春」と呼ばれており、これをテ

ーマとした映画が公開されたことにより、全国的にも良く知られるようになった問題である。 

離島の教育環境については、こうした島を離れることによる生徒への身体的、精神的負担の

ほか、保護者の経済的負担などの課題も指摘されている。 
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図表 1 島内に高校がない離島における中学卒業後の進路（Ｈ２９年度卒業者） 

 

沖縄県内の高校の入学者数（全日制及び定時制の本科生）としては、沖縄県全体では 5

年間（2015 年度→2019 年度）で 6％減少、離島にある高校では 15％減少している。 

 

 

 また、離島の生徒の進学先も含めた県内に所在する高校については以下のとおりである。 
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図表 2 沖縄県内所在高校一覧（令和元年度） 

 
 また、学校以外での人々の学習活動の拠点となる博物館、美術館、図書館といった社会教育

施設について、沖縄県内各市町村の整備状況は以下のとおりとなっている。 

 

図表 3 図書館、博物館、美術館の整備状況 

 

○全日制高等学校

3,149 43,644 747 1,206 沖縄県 北 部 農 林 名護市 46 472 5 15 熱帯農業､園芸工学､林業緑地､生活科学､食品科学

沖縄県 辺 土 名 大宜味村 20 113 5 6 普通､環境 沖縄県 名 護 商 工 名護市 54 427 7 15 機械ｼｽﾃﾑ、電建ｼｽﾃﾑ、総合情報商業、地域産業

沖縄県 北 山 今帰仁村 27 292 16 9 普通、理数 沖縄県 中 部 農 林 うるま市 46 567 6 15 熱帯資源､食品科学､造園､園芸科学､福祉

沖縄県 本 部 本部町 22 152 0 6 普通(普通進学・情報、文理、情報、ｽﾎﾟｰﾂ･基礎福祉ｺｰｽ) 沖縄県 具志川商業 うるま市 40 571 1 15 ﾘｿﾞｰﾄ観光、ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽ、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ、情報ｼｽﾃﾑ

沖縄県 名 護 名護市 62 919 8 25 普通、フロンティア（理系探求、文系探求）

沖縄県 宜 野 座 宜野座村 26 301 1 9 普通

沖縄県 石 川 うるま市 35 417 0 14 普通 沖縄県 美 里 工 業 沖縄市 59 770 7 21 機械､電気､建築､設備工業､調理

沖縄県 前 原 うるま市 51 939 5 24 普通(文理、英語、総合ｽﾎﾟｰﾂ） 沖縄県 中 部 商 業 宜野湾市 53 785 8 21 総合ﾋﾞｼﾞﾈｽ、情報ﾋﾞｼﾞﾈｽ、国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ、生涯ｽﾎﾟｰﾂ

沖縄県 与 勝 うるま市 36 471 0 12 普通 沖縄県 浦 添 工 業 浦添市 60 717 13 21 情報技術､調理､ｲﾝﾃﾘｱ、ﾃﾞｻﾞｲﾝ

沖縄県 具 志 川 うるま市 41 716 2 18 普通 沖縄県 那 覇 工 業 浦添市 62 617 17 21 機械､自動車､電気､ｸﾞﾗﾌｨｯｸｱｰﾂ､服飾ﾃﾞｻﾞｲﾝ

沖縄県 読 谷 読谷村 53 956 0 24 普通 沖縄県 浦 添 商 業 浦添市 55 769 31 21 国際観光､総合ﾋﾞｼﾞﾈｽ、情報処理

沖縄県 嘉 手 納 嘉手納町 51 610 0 17 総合 沖縄県 沖 縄 工 業 那覇市 73 882 42 24 建築､土木､工業化学､電子機械、情報電子､生活情報

沖縄県 美 里 沖縄市 45 659 1 18 普通 沖縄県 那 覇 商 業 那覇市 66 1,050 28 27 商業､情報処理､会計､国際経済

沖縄県 コ ザ 沖縄市 65 1,201 2 30 普通 沖縄県 南 部 農 林 豊見城市 47 524 10 15 食料生産、生物資源、食品加工、環境創造、生活デザイン

沖縄県 球 陽 沖縄市 64 842 4 21 理数、国際英語 沖縄県 南 部 工 業 八重瀬町 31 264 2 9 機械、電気、建築設備

沖縄県 北 谷 北谷町 46 761 2 21 普通 沖縄県 南 部 商 業 八重瀬町 39 384 0 12 OA経理､流通ﾋﾞｼﾞﾈｽ、情報ﾋﾞｼﾞﾈｽ

沖縄県 北 中 城 北中城村 45 829 4 21 普通 沖縄県 沖 縄 水 産 糸満市 70 752 54 26 海洋技術､総合、専攻科(漁業､機関､無線通信)

沖縄県 普 天 間 宜野湾市 66 1,204 1 30 普通 沖縄県 宮古総合実業 宮古島市 54 438 7 15 生物生産、生活福祉、商業、海洋科学、食と環境

沖縄県 宜 野 湾 宜野湾市 41 714 4 18 普通(文理特進､情報処理、ｽﾎﾟｰﾂ・健康､総合教養ｺｰｽ) 沖縄県 宮 古 工 業 宮古島市 35 153 3 9 自動車機械ｼｽﾃﾑ､電気情報、生活情報

沖縄県 西 原 西原町 54 951 17 24 普通(健康科学、文理、特別進学ｺｰｽ） 沖縄県 八重山農林 石垣市 39 252 14 12 アグリフード、グリーンライフ、フードプロデュース、ライフスキル

カトリック沖縄学園 沖縄カトリック 宜野湾市 16 164 0 6 普通 沖縄県 八重山商工 石垣市 44 356 9 12 商業、機械電気、情報技術

沖縄県 浦 添 浦添市 67 1,156 30 29 普通

沖縄県 陽 明 浦添市 49 695 14 18 総合

沖縄県 那 覇 国 際 那覇市 69 1,091 27 27 普通、国際

沖縄県 首 里 那覇市 72 1,193 17 30 普通､染織ﾃﾞｻﾞｲﾝ

沖縄県 首 里 東 那覇市 47 694 3 20 普通 141 1,233 11 55 ※　泊高校を除く6校は全日制との併課程

沖縄県 那 覇 那覇市 71 1,233 30 31 普通 沖縄県 コ ザ 沖縄市 12 175 0 4 商業

沖縄県 真 和 志 那覇市 53 545 4 20 普通(普通、ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｱｰﾂ）、みらい福祉 沖縄県 北 部 農 林 名護市 12 64 0 4 農業

沖縄県 小 禄 那覇市 64 1,126 47 29 普通(普通、英語、芸術教養､情報ﾋﾞｼﾞﾈｽｺｰｽ) 沖縄県 中 部 農 林 うるま市 11 120 0 4 農業

沖縄県 那 覇 西 那覇市 60 1,072 37 27 普通､国際人文、体育 沖縄県 那 覇 工 業 浦添市 30 225 2 14 電気､機械、電子機械

沖縄県 豊 見 城 豊見城市 56 940 18 24 普通(普通、特進) 沖縄県 八重山商工 石垣市 11 63 0 4 商業

沖縄県 豊 見 城 南 豊見城市 40 462 3 15 普通(普通､特進、IT、特進ｽﾎﾟｰﾂｺｰｽ) 沖縄県 那 覇 商 業 那覇市 12 75 0 4 商業

沖縄県 南 風 原 南風原町 57 899 14 24 普通(普通総合､体育、教養ﾋﾞｼﾞﾈｽ、郷土文化ｺｰｽ) 31 361 7 13 普通(午前）

沖縄県 開 邦 南風原町 53 619 31 16 学術探究（学術理科、学術文科）、芸術(音楽、美術ｺｰｽ) 22 150 2 8 普通(夜間）

沖縄県 向 陽 八重瀬町 55 736 43 18 普通､理数､国際文 通信制(6校) 206 12,628 22

沖縄県 知 念 与那原町 58 993 4 25 普通 沖縄県 泊 那覇市泊 30 1,392 14 普通

沖縄県 糸 満 糸満市 57 992 9 25 普通 沖縄県 宜野湾 宜野湾市 10 241 8 普通

昭和薬科大学 昭和薬科大学附属 浦添市 31 625 － 15 普通 八洲学園 八洲学園大学国際 本部町 14 1,108 - 普通

尚学学園 沖 縄 尚 学 那覇市 79 1,103 17 33 普通 佐藤学園 ヒューマンキャンパス 名護市 79 3,058 - 普通

興南学園 興 南 那覇市 63 984 16 27 普通 角川ドワンゴ学園 N（エヌ） うるま市 64 6,592 - 普通

沖縄県 久 米 島 久米島町 27 196 1 9 普通､園芸 つくば開成学園 つくば開成国際 那覇市 9 237 - 普通

沖縄県 宮 古 宮古島市 50 770 0 21 普通､理数

沖縄県 伊 良 部 宮古島市 13 20 0 2 普通

沖縄県 八 重 山 石垣市 47 691 42 18 普通

沖縄県

北部

離島

全日制
(普通科)

泊 那覇市

定時制

教員数

通信制

設置者

定時制(7校)

学 校 名

学級数

○定時制・通信制高等学校

所　在　地地域等

生徒数
うち他離島

出身者 学級数

うち他離島
出身者

沖縄県 美 来 工 科 沖縄市

所　　在　　地

【各データの出典等】（※）
　設置者、学校名、所在地、教員数、生徒数、学科名・・・沖縄県教育委員会HP「学校一覧」
　他離島出身者（県立学校）・・・沖縄県教育庁県立学校教育課
　他離島出身者（私立学校）・・・内閣府沖縄振興局聞き取り(高校入学者のみ。昭和薬科大学付属高校は高校入学生の募集無し）

  ※注意点
　　広域性通信高校（沖縄県立以外）の教員数、生徒数には沖縄県外の者も含まれている。
　　現時点で不明・公表不可のデータについては、斜線「／」となっている。

地域等

全日制（63校）

学 校 名課程 所　在　地設置者 課程

全日制
(専門学科)

課程

設置者 学 校 名

 学  科  名

 学  科  名教員数 生徒数

南部

 学  科  名教員数
うち他離島

出身者生徒数 学級数

24
機械ｼｽﾃﾑ､自動車工学､電子ｼｽﾃﾑ､
土木工学､ITｼｽﾃﾑ､ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾃﾞｻﾞｲﾝ

北部

中部

中部

南部

離島

72 848 4
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なお、社会教育施設については、上記の施設内で提供されるものだけではなく、図書館未設

置町村等の住民に読書機会を提供するため、沖縄県立図書館が「空とぶ図書館」（移動図書館）

を開催しているほか、沖縄県立博物館において、離島や遠隔地の方々にも博物館の展示を観覧

してもらうこと等を目的として、県内各地に会場を設定して移動展を開催している。 

他にも、沖縄県生涯学習推進センターが実施する生涯学習プログラムである沖縄県民カレッ

ジにおいては、美ら島沖縄学講座の一環として各離島で離島講座を実施するなど、生涯学習機

会の提供を行っている。 

 

図表 4 離島における移動図書館、移動展、離島講座の開催状況

 

 

 第２節 支援策の現状                          
 

 高校進学を機に島を出る生徒に対して現在実施されている支援策として、「奨学金等の給

付・貸与」と「学生寮の設置」がある。 

 

２－１ 奨学金等の給付・貸与                           

 

 高校未設置の離島出身の高校生について、通学や居住に係る経費を支援するため、沖縄県

内の市町村が年額２４万円（月額２万円）以内を支給している（国 1/2、県 1/4 負担）（図表 

5 参照）。 
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図表 5 沖縄県離島高校生修学支援事業 

 
 

 本事業を活用した市町村の事業費及び支給人数は、以下図表 6 のとおり。 

 

図表 6  各市町村の事業費1（沖縄県離島高校生修学支援事業）（平成 30 年度） 

市町村名 事業費 支給人数 

うるま市 2,088 千円 9 人 

南城市 936 千円 4 人 

本部町 240 千円 1 人 

伊江村 27,240 千円 129 人 

渡嘉敷村 2,984 千円 15 人 

座間味村 3,732 千円 17 人 

                                                  
1 沖縄県離島高校生修学支援事業の補助対象事業費及び人数（沖縄県教育支援課まとめ） 
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粟国村 3,424 千円 17 人 

渡名喜村 2,128 千円 9 人 

南大東村 7,172 千円 32 人 

北大東村 4,080 千円 19 人 

伊平屋村 10,364 千円 50 人 

伊是名村 10,800 千円 48 人 

多良間村 12,040 千円 51 人 

竹富町 13,552 千円 87 人 

与那国町 6,908 千円 33 人 

 

 また、市町村独自による奨学金貸与等の事業には、以下のような例がある。 

 

図表 7 離島の市町村単独事業による奨学金貸与等の事業 

市町村名 事業名 事業費 事業内容 支給人数 

伊江村 

(伊江村人

材育成会) 

伊江村人材育

成奨学金貸与

事業（H30年度） 

6,720 千円 高校のない離島出身者が、沖縄本島の高校

に進学するための奨学金を無利息で貸与。 

上限 4万円/月 

14 人 

伊江村人材育

成入学準備金

貸与事業（H30

年度） 

300 千円 

 

高校のない離島出身者が、沖縄本島の高校

に進学するための入学準備金を無利息で貸

与。上限 30 万円 

1 人 

粟国村 

 

高校在学支援

補助金（H30 年

度） 

271 千円 保護者の定期的な居宅支援及び教育環境の

見回りを支援することにより、中途退学を

防ぎ、保護者の経済的負担の軽減を図る。 

保護者 1 人分の月 1 回のフェリー往復運賃

を補助。 

12 人 

竹富町 

 

離島高校寮生

修学奨励事業

（H30 年度） 

6,600 千円 寮生活をおくる生徒に対して寮費のうち食

費の半額補助。 

55 人 

伊是名村 

(伊是名村

育英基金) 

伊是名村育英

基金奨学金貸

与事業（H30 年

度） 

3,240 千円 沖縄本島の高校に進学するための奨学金を

無利息で貸与。上限 5万円/月 

6 人 
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伊是名村育英

基金奨学金給

付事業（R元年

度） 

－ 高校等修学のために必要とされる居住費に

相当する経費を給付。上限 240 千円 

0 人 

南大東村 

(南大東村

育英会) 

南大東村貸給

費事業（R元年

度） 

－ 県内及び、県外の高校に進学するための奨

学金を無利息で貸与する。 

県内高校に進学する場合は上限 18 万円。 

県外の高校に進学する場合は上限 24 万円。 

0 人 

座間味村 

 

座間味村離島

高校生船舶運

賃補助金（H29

年度） 

370 千円 高校へ進学した生徒が帰省する際の船舶往

復運賃を、年 4回を上限として補助。 

30 人 

 

 このほか、民間企業や公益財団法人が行う給付型・貸与型の奨学制度もある。2 

 

 

２－２ 学生寮の設置                              

 

 沖縄県では、高校のない離島出身者などの遠隔地出身者の負担等を軽減するため、一部の

県立高校に寄宿舎（学生寮）を併設するとともに、寄宿舎（学生寮）と小・中・高校生の交

流拠点としての機能を併せ持つ施設を整備している。 

 前者（高校併設寄宿舎）には、以下のものがあり、７６０人の高校生が入寮することがで

きる。 

設置の趣旨に鑑み、低廉な費用負担で生活を送ることができるよう費用負担が設定されて

おり、１か月あたり３万円程度（食費２万円・維持費１万円）の費用負担で生活できる。 

 

 

                                                  
2 沖縄セルラー電話㈱が高校未設置離島出身の高校生の携帯電話機種代金と毎月の利用料を給付するものや、（公財）沖

縄県人材育成財団が給付・貸与する奨学金などがある。 
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図表 8 県立高校寄宿舎（令和元年度） 

 
 

 また、生徒の寄宿舎（学生寮）と小・中・高校生の交流拠点としての機能を併せ持つ施設

として、那覇市内に定員１２０名の学生寮である「沖縄県立離島児童生徒支援センター 群

星（むるぶし）寮」が設置されている。 

 群星寮は、高校のない離島の中学校を卒業し、寮が設置されていない高校へ入学した生徒

を対象としており、１か月あたり３．７万円程度（使用料１．９万円・食材費１．８万円）

で生活を送ることができ、現在、１７市町村出身の１１５名の生徒が寮から２０校に通学し

ている。 

 このほか、北部には「名護市県立高等学校北部合同寄宿舎 さくら寮」も設置されている。 
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図表 9 沖縄県立離島児童生徒支援センター 
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 第３節 遠隔教育や高校を設置する際における制度の現状               
 

３－１ 遠隔教育に関する制度                          

 

文部科学省は、平成３０年に「遠隔教育の推進に向けた施策方針」を公開した。 

ここでは、「遠隔システムを活用することにより、距離に関わりなく相互に情報の発信・受信

のやりとりを行うことができる。」と指摘し、「小規模校等における教育活動を充実させたり、

外部人材の活用や幅広い科目の開設などにより学習活動の幅を広げたりすることなどにおいて、

遠隔システムの活用は重要な意義を持つ。」とした。 

また、不登校児童生徒や病気療養児など、様々な事情により通学して教育を受けることが困

難な児童生徒もおり、このような児童生徒にとって、「自宅や病院等において行う遠隔教育は、

学習機会の確保を図る観点から、重要な役割を果たす。」とした。 

 また、遠隔教育のうち、授業等の中で遠隔システムを活用するもの（以下「遠隔授業」とい

う。）の類型として、次のような分類を図っている。 

 

 

図表 10 遠隔授業の類型 

合同授業型 当該教科の免許状を保有する教師が行う複数の遠隔の教室での授業を

つなぐ。 

児童生徒が多様な意見や考えに触れたり、協働して学習に取り組んだ

りする機会の充実を図ることができる。 

教師支援型 当該教科の免許状を保有する教師が行う授業に対して、専門家等が遠

隔の場所から協働して授業を行う。 

児童生徒の学習活動の質を高めるとともに、教員の資質向上を図るこ

とができる。 

教科・科目充実型 高校段階において、当該学校の教師（当該教科の免許状の有無を問わ

ない）の立会いの下、当該教科の免許状を保有する教師が遠隔の場所

から授業を行う。 

生徒の多様な科目選択を可能とすることなどにより、学習機会の充実

を図ることができる。 
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 「教科・科目充実型」により履修した授業について、以下に示す一定の要件を満たす場合、

高校の全日制・定時制課程で、単位認定することができる。「教科・科目充実型」の授業は

「合同授業型」及び「教師支援型」と異なり、受信側に当該校の教師がいることは必要とな

るが、当該授業教科の免許状の有無は問わない。 

 なお、高校の全日制・定時制課程で遠隔教育により履修できる単位については、学校教育

法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第９６条の規定により、高校卒業要件である７

４単位のうち、遠隔教育により３６単位を超えないものとされており、平成２９年度時点で、

全国の導入校は３５校・１０５科目となっている。 

 

「教科・科目充実型」遠隔授業実施にあたっての主な要件・留意事項 

（平成２７年文部科学省告示第９２号ほか） 

 多様なメディアを高度に利用して、多様な情報を一体的に扱うもので同時かつ双

方向に行われるものであって、高等学校において、対面授業に相当する教育効果

を有すると認めたもの。 

 当該授業を行う科目等については、それぞれの強化・科目等の特質に応じ、対面

による授業を相当の時間数行うこと。 
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 配信側の教員は、担当教科の免許保持者であり、かつ、受信側の高等学校に属す

る教員であること。受信側にも高等学校の教員（実施教科の免許の有無は問わな

い）が立ち会うこと。 

 評価については、配信側の教員が実施すること。 

 

３－２ 高校を設置する際における制度の現状                          

  

高校設置に関する基本的な要件については「高等学校設置基準」（平成１６年文部科学省

令２０号）により、高校の編制、施設、設備等、高校を設置するために必要な最低の基準に

ついて規定されている。また、通信制については「高等学校通信教育規程」（昭和３７年文

部省令第３２号）において必要な基準が規定されている。 

これらの文部科学省令によって現在定められている主な要件を以下のとおり整理した。 

 

図表 11 高校設置に係る制度上の主な要件 
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 高校における通信制課程は、従来、勤労青年に高校教育を受ける機会を広く提供するもの

として制度化されてきたが、近年では、不登校・中退経験者、特別な支援を要する生徒、経

済的な困難を抱える生徒など、様々な生徒が多く在籍するようになり、全国に２４４校設置

され、約１８万人が在籍している（平成２８年度学校基本調査（文部科学省））。 

 通信制高校での教育は、添削指導、面接指導（スクーリング）、試験により実施され、イ

ンターネット等の情報通信メディアの活用も進んでいる。  

 通信制課程は、全日制・定時制と同様に７４単位以上の取得が卒業要件となっているが、

単位の取得のためには、添削指導のほか、面接指導が必須である。 

 面接指導の必要時間数は教科・科目により異なり、学習指導要領で次のように定められて

いる。 
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図表 12 通信制課程における面接指導必要単位時間（１単位あたり） 

各教科・科目 添削指導（回） 面接指導（単位時間） 

国語、地理歴史、公民及び数学に属する科目 ３ １ 

理科に属する科目 ３ ４ 

保健体育に属する科目のうち「体育」 １ ５ 

保健体育に属する科目のうち「保健」 ３ １ 

芸術及び外国語に属する科目 ３ ４ 

家庭及び情報に属する科目並びに専門教科・科

目 

各教科・科目の必要に応

じて２～３ 

各教科・科目の必要に応

じて２～８ 

 

 一方、自宅での課題実施、添削指導と面接指導による形式の従来の通信制高校の他、学校

（サテライト施設）へ通学し面接指導やレポート添削指導を受講することが可能なコースを

設置する学校など、多様な高校通信課程が実施されている。 

 NHK 学園高校のように、ネット学習を中心に集中的な面接指導を受講するコースや、高

い頻度で面接指導を受講するコースなどの中から、生徒が自身の学習スタイルにあわせてコ

ースを選択する高校通信制課程もあり、神奈川県立横浜修悠館高校のように、生徒自身の学

習スタイルに合わせて多様なコースから選択が可能な公立高校もある。 
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図表 13 高等学校通信制課程の指導体制 

 

図表 14 多様な高校通信制課程 
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【コラム】与那国町、伊江村の現状及び取組                    

【与那国町】 

１ 与那国町における教育の現状 

与那国町では、学校教育の資源として「地域人材の活用」に長年取り組んでいる。棒踊り等の伝

統芸能をはじめ、伝統工芸や自然保護等、多岐にわたる分野において先達の知恵を子供達につ

ないでいる。そうして受け継がれた島の知恵と誇りは子供達の気概を育み、島の未来を支える人材

を育成している。 

また、与那国島は日本最西端の国境の島だが、見方を変えると、世界へつながる日本の玄関口

でもある。その地の利を活かし、国際的な視野を持たせるため、ジュニア海外語学研修や台湾・花

蓮市との国際交流（ホームステイ）事業を実施している。 

これらのように充実した小・中学校の教育環境の中で、「社会に開かれた教育課程」、「チ

ーム学校」、「Society5.0」、「プログラミング教育」などを順次取り入れることで、社会の変化に対応

し、生き抜くために必要な資質・能力を備えた子供達を育んでいるが、義務教育段階を終える

と、一転する。なぜなら、与那国島に高校がないからである。大多数の生徒が希望する全日

制高校へ進学するためには、島を離れるという選択肢しかない。 

その結果、中学校を卒業するほぼ全員が島外に進学し、１年間で百数十万円の出費が余儀

なくされ、家計は圧迫される。沖縄県立離島児童生徒支援センター（群星寮）は魅力的だ

が、希望者全員が入ることができず、抽選に漏れた場合は、進路を変更することもある。 

 

２ 教育における ICT 活用への期待 

町内３小学校のうち２校で複式学級編制、また、２中学校も１学年で多くて 10 名という少人数学

級となっている。少人数の強みはあるが、多様な考えに触れたり、協働して学習に取り組んだりす

る機会は少ないのが現状である。 

その解決策の一つとして、本町では ICT の活用を大きく推進しており、平成 29 年度から内閣府

の補助授業として、「離島教育環境改善事業」（①複式・小規模学級課題解消実験、②離島高校

実証実験）に取り組んでいる。 

まず①では、町内２中学校での定期的な遠隔合同授業を軸に、県外の中学校、高校とテレビ会

議システムを利用して学校間をつなぎ、遠隔合同授業を実施している。また、町内３小学校では、２

校間での定期的な遠隔合同授業に加え、台湾・花蓮市との国際交流（ホームステイ）事業における

事前及び事後学習でも活用している。毎回の授業後アンケートからは、「普段会わない人達と考え

を出し合うのが良かった。」等の肯定的な意見が多数となっている。 

また、②では、29 年度に夏休みで帰島した高校生に対して、琉球大学が遠隔講義を実施。30

年度は、与那国中、久部良中それぞれと琉球大学付属中学校で、双方向型授業を実施。そして

今年度は、伊江中と久部良中で２週間接続したままでの学校間交流を予定している。特に②につ

いては、十五の春に向けた新たな選択肢になり得るとともに、若者が地域に根付き、さらなる与那

国町活性化への期待が高まっている。 
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さらに、今年度から中学校では一人一台のタブレット、小学校でも最大学級人数に対応できる台

数のタブレットを整備し、協働的な学びを促すことで学習目標に迫る学習活動を実現している。そ

して、昨年 12 月に閣議決定された「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」、「GIGA スクール構

想」に基づき、次年度は小学校でも一人一台のハードウェアキーボードを備えたタブレットやノート

PC、特別教室を含めた校内通信ネットワーク等、新時代における先端技術を効果的に活用した学

びの実現に向け、整備を進めている。 

 

３ 結びに 

 与那国島の先達である故大舛松市氏からの故郷の後輩に向けた言葉が「遺訓の碑」として建立

されている。碑文には、「うらぶの高きを思うなかれ 大空の限りなきを知れ 島の小さきを憂うるな

かれ 太平洋の広きを見よ」とある。生まれた島を誇りに思い、「高い志」を持って生きていくことの

大切さを説くこの碑文は、現代を生きる私達にも大きな示唆を与えてくれる。 

 

■ 島に残って島のことを深く知り島を背負って立つ。 

■ いったん外に出て島に戻り活躍する。 

■ 島外で大きく力を発揮し、外から島を想う。 

様々な立場にあっても、「高い志」を持って生きる。本町では、そのような子供達を育んでいる。 
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【伊江村】 

■離島の現状と離島ICT 事業 

伊江島の子どもたちの多くは、高校進学と同時に家族の元を離れて、一人での生活を余儀

なくされる。なぜなら、島に高校がないからだ。島の大人たちは子どもたちが親元を離れる

までの間に、社会性や公共のマナーを身につけさせると共に、自分の道を切り開いていく強

い意志を持ちつつ、やさしさ、思いやりを持った心を育み、互いに支え合いながら豊かな暮

らしができる人になれるよう地域ぐるみで取り組んでいる。 

高校の無い島では、同じような思いから「15 の島立ち」を合言葉に、新しい環境で生活

を始める15 歳（島を出ていく日）までに「こうなってほしい」という目標像を持っている

と思う。 

しかし、わが島においては、単なる「15 の島立ち」ではない。「15 の島建ち」なのであ

る。 

これは、ふるさとをこよなく愛すると共に、自分の将来について明確なビジョンを持ち、

グローバルな社会の中で活躍する人材となること。さらに、島に帰って来て島を活性化させ

るもよし、島には戻らなくても島を忘れることなく、世界の各地から島の活性化を図れるよ

うな、“将来、島を建てていく”そんな人になってもらいたいという思いが込められている

のである。 

さて、15 歳で高校進学のため、島を離れる子どもたちは、年間約40 名～50 名ほどいる。

つまり、高校1～3 年まで120 名以上が親元を離れ1 人又は兄弟でアパート暮らし、寮に入

るものや親戚の家に下宿をするもの等、事情により様々な形態で3 年間を過ごしている。 

その間、親は2 世帯、3 世帯、場合によっては4 世帯分の経費がかかり、経済的に苦しい

状況になるため、村の奨学金制度を活用するものも多いが、それでも資金が足りないため、

銀行の借り入れ等に頼らざるを得ない状況にある。 

離島でなければ、子どもたちの充実した教育費に充てられるはずの費用が、これらの生活

費に消えていくのを、離島で暮らす親は当然だと受け入れている。 

このようなことから、離島でICT を活用した高校教育は、“当然が当然でなくなる”つま

り、これまでの常識を覆す画期的な取り組みとなり、実現した場合は、離島に住む子を持つ

親の多くが“救いの手”と感じるのではないかと思う。 

もちろん、これまで通り、沖縄本島等の高校へ進学したい子や進学させたい親はいると思

うが、中には島に居ながらにして高校へ通いたい子、通わせたいという親も居るはずだ。つ

まり、選択肢の1 つとして必要だと考える。 

PTA 役員会でヒアリングした時も、「ぜひ実証事業を実施し、将来、ICT を活用した新た

な高校が実現することを願う。」等の声があり、今回の実証事業は、高校のない離島の未来

を考えた場合、必要不可欠ではないかと思う。 

“離島に居ながらにして高校に通える”ことは今まであり得なかった。そんな夢のような
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話を実現させるためには、様々なハードルがあるが、先ずは、実証事業でしっかりとした成

果を挙げ、次に繋がる取り組みを一歩ずつ進めていくことが肝心である。 

 

■伊江島のICT の歩みについて 

伊江島では、20 年前までインターネットどころかパソコン通信も普及していない状況で

あった。 

平成13 年度に初めて総務省のインターネット導入促進事業を取り入れてから、伊江島は

劇的な進化を遂げることとなる。 

平成14 年度から、離島に適したインフラとして、将来の末端端末は携帯やスマホ、タブ

レットのようなワイヤレスによる端末になると予測し、「無線アイランド構想」を策定する。

そして、その構想に基づき、いろいろな実証実験を実施しており、主な事業は次のとおりで

ある。 

①平成14 年度～平成16 年度 超高速衛星インターネット実証実験（実用化される） 

②平成26 年度 ユビキタスネット構築事業 

これにより、伊江島全域でイントラネット環境と高速通信（100Mbps）のインターネ

ットが可能になる。（地域WiMAX 及びWiMAX2 プラスのサービススタート） 

※本回線を沖縄セルラー(株)がIRU 契約により、光ちゅらサービスをスタート。 

③平成26 年度 北部広域ネットワーク整備事業 

これにより、県内北部広域の回線が光ファイバとなり、高速通信が実現する。 

上記の取り組みにより、伊江島では、 

１．光ファイバによる高速回線インターネットサービス 

２．WiMAX2 プラスによる高速無線インターネットサービス 

３．公共Wi-Fi 無料インターネットサービス 

が利用でき、離島でありながら、都市部に遜色のないネットワーク環境が整っている。 

 また、学校のＩＣＴ化については、平成 22 年度に教育の情報化推進事業にて島内小中学

校（伊江小・西小・伊江中）にタブレット 40 台ずつと各教室に電子黒板が整備され、活用

してきた。 

 しかし、最新だった機材も経年劣化により授業で活用が難しく、中学校では平成 30 年度

に、両小学校では令和元年度にすべての機材を刷新した。 
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第２章 アンケート調査の結果                             

 

 離島におけるＩＣＴを活用した高校教育へのニーズや課題等を把握し、もって本事業にお

ける有識者による検討会の検討に資すること等を目的に、沖縄県の離島においてＩＣＴを活

用した高校教育に関係する生徒及びその保護者並びに行政担当者等を対象とした６種類の

アンケート調査3を実施した。 

 調査は、高校が所在しない伊是名村・伊平屋村・伊江村・渡嘉敷村・座間味村・北大東村・

南大東村・渡名喜村・粟国村・多良間村・竹富町・与那国町およびうるま市（津堅島）・南

城市（久高島）・本部町（水納島）（以下「離島」という。）を対象として、令和元年１１月

から令和２年１月にかけて、自記式調査票調査を実施した。 

なお、中学生・高校生・保護者を対象とした調査は無記名調査である。 

 

図表 15 アンケート調査の概要 

 対象 配布数 回答数 回答率 

１ ① 中学生4 生徒（２・３年生） 370 人 290 人 78.4% 

② その保護者 370 人 253 人 68.4% 

２ ① 高校生5 生徒 183 人 108 人 59.0% 

② その保護者 183 人 52 人 28.4% 

３ 自治体6 15 自治体 12 自治体 80.0% 

４ 小中学校長7 40 校 29 校 72.5% 

 

 

第１節 離島に住む中学生・高校生・保護者のニーズ等                 
 

１－１ 中学卒業後の進路                            

 

 離島の中学生の 95.2％が「高校へ進学したい」としており、高等専門学校や高等専修学

校への進学希望者と合わせると、ほぼすべての中学生が進学を希望している。H30 年にお

ける実績も全日制高校への進学が最も高くなっている。 

 その理由としては、「将来、希望の職業に就くために必要だから」とする中学生が 69.4%

                                                  
3 巻末に実際に送付した調査票を付した。 
4 離島に在住する生徒 
5 離島から他地域へ進学した高校 1 年生及び本島内の寄宿舎に居住する高校 2，3 年生 
6 離島の自治体の教育担当部署（１５市町村） 
7 離島の小中学校の校長 
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のほか、「大学に進学したいから」（41.7％）、「部活動を頑張りたいから」（27.8％）、「もっ

と勉強したいから」（23.6％）などの理由があげられている。 

 

図表 16 希望進路とその理由【中学生】 

 
 

 アンケート調査の対象となる中学生は、島内に高校が所在しない離島の生徒であるため、

実際に多くの生徒が進学している全日制の高校に進学する場合には、一般的に、島を出る必

要があるが、彼らが高校進学時に想定する居住地は「沖縄本島南部」が 57.0％と最も多く、

沖縄本島を予定地としている中学生が 69.5％となっている。 

 その理由としては、「希望する高校がそこにしかないから」（65.2％）が最も多い。 
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図表 17 高校進学後の居住予定地とその理由【中学生】 

 

 

 高校進学時の居住予定は、「学生寮に入寮予定」（52.1％）が最も多く、次いで「下宿・ア

パートを借りる予定」（14.7％）も多い。「親戚等・知人宅に居住する予定」（8.3％）もいる

が、「家族と共に移住する予定」も 7.9％いる。 
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図表 18 高校進学後の居住予定場所（居住形態）【中学生】 

 

 

 また、実際の高校生の進学後の居住形態については、学生寮に入寮している場合も 67.6％

だが、下宿・アパートを借りている場合が 20.4％、家族とともに移住している場合が 5.6％ 

となっていた。 

 

図表 19 高校進学後の居住形態【高校生】 

 

 

 このように、高校進学が島を出ることを意味してしまう現状について、中学生は「絶対に

島を離れたくない」「できれば島を離れたくない」と否定的なスタンスで捉える生徒は20.8％

と少数派であり、「特に何も思っていない」が 44.8％を占める。むしろ、「この機会に島を
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離れてみたい」「ぜひ島を離れたい」と肯定的なスタンスで捉える生徒が 30.3％いる。 

 

図表 20 高校進学後に島を離れることに対する感想【中学生】 

 

 

図表 21 高校進学後に子どもが島を離れることに対する感想【中学生の保護者】 

 
 

 この傾向は、高校生の場合も同様であり、高校生については、「絶対に島を離れたくなか

った」「できれば島を離れたくなかった」と否定的なスタンスの高校生が 18.3％、「特に何

も思っていない」と中立的なスタンスの高校生が 43.3％、「この機会に島を離れてみたかっ
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た」「ぜひ島を離れたかった」と肯定的なスタンスの高校生が 33.6％と、中学生とほぼ同一

の分布を示している。 

 高校生の保護者は、「絶対に島を離れてほしくなかった」「できれば島を離れてほしくなか

った」と否定的なスタンスの保護者は 18.3％、「特に何も思っていない」と中立的なスタン

スの保護者が 18.4％、「この機会に島を離れてみてもよい」「ぜひ島を離れてほしかった」

と肯定的なスタンスの保護者が55.1％と過半を占めており、中学生の保護者と傾向が近い。 

 

図表 22 高校進学の際に島を離れたことに対する感想【高校生】【高校生の保護者】 
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１－２ 進学を希望する高校の形態                        

 

 検討中の新しい形態の高校への進学希望について、中学生は、「どちらとも言えない」

（42.0%）が最も多く、次いで「あまり進学したくない」（24.8%）、その次に「絶対に進学

したくない」（17.2%）となっている。進学の意向（「ぜひ進学したいと思う」「進学を検討

してみたいと思う」）を示した中学生は 14.9％となっている。 

 その理由として、「ICT を活用したイメージがわからないから」（30.9%）が最も多く、次

いで「高校進学時には島を出たいと思っているから」（28.4%）、その次に「部活動ができな

さそうだから」（20.3%）となっている。 

 

図表 23 ICT 活用高校に対する進学希望とその理由【中学生】 
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高校生は、「あまり進学したくない」（33.3％）が最も多く、次いで「どちらとも言えない」

（32.4%）、その次に「絶対に進学したくない」（13.9%）となっている。 

その理由として、「高校進学時には島を出たいと思っているから」が最も多く（27.1%）、

次いで「部活動ができなさそうだから」（23.4%）、その次に「ICT を活用したイメージがわ

からないから」（18.7%）となっている。 

 

図表 24  ICT 活用高校に対する進学希望とその理由【高校生】 

 
 

検討中の新しい形態の高校への進学の希望と、その理由については、「家から通学できる

から」「自由に活動できる時間が多そうだから」「自分の学力に合った授業を受けることがで

きるから」を選択した子どもは、進学について前向きの回答をしている割合が高く、「部活

動ができなさそうだから」「大学受験に不利そうだから」を選択している子どもは、進学し

たくないという回答をしている割合が高い。 
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図表 25 ICT 活用高校に対する希望理由別にみた進学希望【中学生】 

 
 

 高校進学時に島を離れることに対する意向ごとにみてみると、高校進学時に島を離れるこ

とに対して否定的なスタンス（「できれば島を離れたくない」「絶対に島を離れたくない」）

の中学生はＩＣＴを活用した新しい形態の高校への進学に対して前向きな回答の割合が高

い。逆に、高校進学時に島を離れることに対して肯定的なスタンスに立つ中学生はＩＣＴを

活用した新しい形態の高校への進学意向が弱い。 

 

図表 26 高校進学時に島を離れることに対する感想別にみた ICT 活用高校に対する進学希望

【中学生】 
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 従来型の通信制高校への進学については、90%以上の中高生が進学先として検討したこと

がない。その理由として、「他に行きたい高校があるから」（55.8％）が最も多く、次いで「部

活動ができなさそうだから」（25.3％）、「大学受験に不利そうだから」（18.9％）といった通

信制高校のイメージに起因するものが多くなっており、その次に「高校進学時には島を出た

いと思っているから」（17.1％）となっている。 

 「家から通学できる」「自分の学力に合った授業を受けることができる」などといった通

信制高校の側面を評価する中学生は、通信制高校を検討対象にあげている。 

 

図表 27 通信制高校に対する進学希望とその理由【中学生】 
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図表 28 通信制高校に対する希望理由別にみた進学希望【中学生】 

 

 

図表 29 通信制高校に対する進学検討経験とその理由【高校生】 
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 これらのことから、通信制高校については、アンケートからは、進学や部活などに何らか

の支障が生じると考えていることから中高生は進学先として検討していないものと考えら

れる。 

 

１－３ 将来の希望                               

 

 高校進学後の進路としては、中学生も高校生も半数弱が大学進学を希望し、専門学校への

進学と合わせると進学希望者が３分の２を占めている。 

 

図表 30 高校卒業後の進路希望【中学生】【高校生】 

 

 

 将来、就く職業としては、企業等に勤務することを希望する生徒が中学生・高校生ともに

最も多い。（ただし、中学生は「まだ分からない」とする生徒が最多である。） 
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図表 31 将来の希望職業【中学生】【高校生】 

 

 

 中学生が考える将来の居住希望地として、沖縄本島や本土など「現在住んでいる島」以外

が 44.7%、「現在住んでいる島」への帰島を希望している中学生は 14.7%、現時点では「ま

だ分からない」が 40.7%となっている。 

 一方、中学生の保護者に子ども自身が将来の居住希望地をどのように考えているかを聞い

た回答として、もっとも多いのは沖縄本島（23.6％）であり、本土も 11.8％を占めている。

それに対して、「現在住んでいる島」への帰島希望は 8.5％となっている。 
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図表 32 将来の希望居住地【中学生】【中学生の保護者】 

 

 

 この傾向は、高校生・高校生の保護者についても同様であり、 

高校生‥‥帰島希望 13.9%、それ以外 59.3%、まだ分からない 26.9% 

高校生の保護者‥‥帰島希望 7.8%、それ以外 47.1%、まだ分からない 45.1% 

となっている。 
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図表 33 将来の希望居住地【高校生】【高校生の保護者】 

 

 

 中学生・高校生の将来居住地に関する回答で「現在住んでいる島」8を希望する理由につ

いて「島が好きだから」が最も多く（中学生：71.4%、高校生：86.7%）なっている。一方

で、「現在住んでいる島」を希望しない理由については、「希望する職業等が島の外にあるか

ら」（中学生：52.5%、高校生：86.7%）が最も多くなっており、保護者についても同様の傾

向が見られる。 

 

                                                  
8 高校生の場合は「中学時代まで住んでいた島」に相当する。 
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図表 34 島に戻りたい理由【中学生】【高校生】 
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図表 35 島に戻りたくない理由【中学生】【高校生】 

 
 

１－４ 島での生活                               

 

 現在住んでいる島での生活に対して、中学生・高校生9・保護者の満足度が高いことが示

された。 

 中学生の場合、満足層（「大変満足している」「おおむね満足している」）が 78.2％、中間

層（「どちらでもない」）が 14.1％、不満層（「やや不満である」「とても不満である」）が 7.7％

となっている。 

 中学生の保護者は、満足層 66.7％、中間層 17.3％、不満層 16.1％となっている。 

 

                                                  
9 「中学時代まで住んでいた島」に相当する。 
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図表 36 島の生活に対する満足度【中学生】【中学生の保護者】 

 

 

 高校生についても同様の傾向であり、満足層 88.9％、中間層 5.6％、不満層 5.6％となっ

ている。高校生の保護者も、満足層 58.8％、中間層 25.5％、不満層 15.6％となっている。 

 



 

41 
 

図表 37 島の生活に対する満足度【高校生】【高校生の保護者】 

 

 

 現在住んでいる島の学校生活や教育に対しても、中学生・高校生10・保護者の満足度は高

い。 

中学生は、満足層 74.3％、中間層 18.3％、不満層 7.4％となっている。 

 中学生の保護者は、満足層 66.8％、中間層 17.8％、不満層 15.3％となっている。 

 

                                                  
10 「中学時代まで住んでいた島」に相当する。 
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図表 38 島の学校生活や教育に対する満足度【中学生】【中学生の保護者】 

 

 

高校生についても、島の学校生活や教育に対する満足度は、満足層 83.3％、中間層 12.0％、

不満層 4.6％、と、（中学時代まで住んでいた）島の学校生活や教育に対する満足度は高く、

高校生の保護者も、満足層 64.7％、中間層 21.6％、不満層 13.7％となっている。 
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図表 39 島の学校生活や教育に対する満足度【高校生】【高校生の保護者】 

 

 

 このような学校生活や教育に関する満足傾向を形成する背景として、島の学校生活や教育

についての満足点に対する回答は、「学校の生徒数が少ない」（中学生：37.2%、高校生：48.1%）、

「小中学校で同級生が変わらない」（中学生 43.7%、高校生：56.5%）、「保護者や地域の方々

が学校を熱心にサポートしてくれる」（中学生 39.4%、高校生：56.5%）、などの項目が挙げ

られている。 
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図表 40 島の学校生活や教育について満足できる点【中学生】【高校生】 

 
 

 その一方で、島の学校生活や教育に対する不満点は、「学校の生徒数が少ない」（中学生

22.5%、高校生：18.5%）、「小中学校で同級生が変わらない」（中学生：8.5%、高校生：6.5%）、

「高校・大学がない」（中学生 33.2%、高校生：42.6%）、などの項目が挙げられており、メ

リットでもある少人数であることが、逆にデメリットと感じられる側面もあると考えられる。 
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図表 41 島の学校生活や教育について不満な点【中学生】【高校生】 
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 第２節 離島自治体（自治体・小中学校長）のニーズ          
 

２－１ 中学生の卒業後の進路                            

 

 過去５年間の離島自治体の公立中学生の卒業生の進路は、常に９６％以上が全日制高校に

進学しており、通信制高校・高等専門学校・高等専修学校等への進学を合わせると、ほぼ全

員が進学している。 

 

図表 42 公立中学校の卒業生の進路【自治体】 

 

 

 これらの地域の場合、多くの生徒が進学する高校へ進学することは一般的に、島を離れる

ことを意味するが、このような状況について、自治体・小中校長ともに、生徒の成長に肯定

的な評価をしている場合が多い。 

 具体的には、「生徒が人間的に成長する機会である」（自治体 66.7％・小中校長 62.1％）、

「生徒の人間関係が広がる機会である」（自治体 75.0％・小中校長 82.8％）、「生徒が様々な

経験ができる機会である」（自治体 83.3％・小中校長 75.9％）など、プラスの側面に着目し

た評価が行われており、「高校進学を諦める中学生がいる」(自治体・小中校長どもにゼロ)、

「教育の機会均等の観点から問題である」（自治体 16.7％、小中校長 13.8％）などといった

生徒の成長にとってのマイナス側面への着目は少ない。 

 一方で、特に自治体からは将来の人口減少につながる懸念が示されている。具体的には、

「若者が一度、島を離れてしまうと、将来、島に帰ってくる可能性が低い」（自治体 66.7％、

小中校長 31.0％）、「家族を帯同して本島等に移住してしまうケースがある」（自治体 41.7％、
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小中校長 27.6％）と評価している。 

 

図表 43 高校進学時に島を離れることに対する感想【自治体】【小中校長】 

 
 

ＩＣＴを活用した新しい形態の高校について、「設置に向け、積極的に取り組みたい」と

したのは１自治体、「自治体の負担の規模等を踏まえ検討したい」としたのは 3 自治体、「取

り組む予定はない」としたのは 6 自治体である。 

 また、ＩＣＴを活用した新しい形態の高校に対する自治体の評価は「ニーズがない」「対

象者が少ない」がともに４自治体（33.3％）となっている。 
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図表 44 ICT 活用高校に対する取り組み意向とその理由【自治体】 

 
 

２－２ 教育上の課題                              

 

 自治体や小中校長が考える島の教育上の課題は、①児童生徒数の少なさに起因する問題、

②文化資本の蓄積に起因する問題、に大別される。 

 前者については、「児童・生徒が多様な価値観・意見に触れる機会が少ない」（自治体

63.6％・小中校長 82.8％）、「児童・生徒の人間関係が固定化している」（自治体 72.7％・小

中校長 82.8％）、「部活動の種類や活動範囲に制約が大きい」（自治体 63.6％・小中校長 55.2％）

などが指摘されている。 
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 後者については、「文化的刺激(図書館・美術館・博物館等)が少ない」（自治体 54.5％・小

中校長 72.4％）などが指摘されている。 

 

図表 45 教育上の課題【自治体】【小中校長】 

 

 

 他方、これらの教育上の課題への対策として自治体や小中校長が挙げるのが「様々な児
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童・生徒と交流する機会を増やす」（自治体 90.0％、小中校長 82.1％）、「島の外に出る機会

を増やす」（自治体：20.0%、小中校長：42.9%）、「専門分野の教員から授業を受ける機会を

増やす」（自治体 40.0％、小中校長 67.9％）、などである。 

 

図表 46 教育上の課題への対策【自治体】【小中校長】 

 
 

 特に、離島の教育の課題について、「文化的刺激が少ない」と評価する小中校長のうち

81.0%が、離島の教育課題の解決策について「専門分野の教員から授業を受ける機会を増や

す」ことと回答している。また、高校進学時に島を離れることについて、成長の機会・経験

の機会などと肯定的に評価する小中校長のうちそれぞれ約９割が、離島の教育課題の解決策

について「様々な児童・生徒と交流の機会を増やす」ことと回答している。 
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図表 47 教育上の課題別にみた対策【小中校長】 

 
 

図表 48 高校進学時に島を離れることに対する感想別にみた教育上の課題への対策 

【小中校長】 

 

   

上段:度数

下段:％ 合計

様々な児童・

生徒と交流

する機会を

増やす

教員の研修

機会を増や

す

専門分野の

教員から授

業を受ける機

会を増やす

島の外に出

る機会を増

やす

その他

28                23                11                19                12                2                   
100.0           82.1             39.3             67.9             42.9             7.1               

24                20                9                   17                10                1                   
100.0           83.3             37.5             70.8             41.7             4.2               

6                   5                   4                   5                   1                   -                     
100.0           83.3             66.7             83.3             16.7             -                     

24                20                10                17                11                2                   
100.0           83.3             41.7             70.8             45.8             8.3               

13                10                4                   9                   9                   1                   
100.0           76.9             30.8             69.2             69.2             7.7               

7                   6                   2                   4                   4                   -                     
100.0           85.7             28.6             57.1             57.1             -                     

21                17                9                   17                11                1                   
100.0           81.0             42.9             81.0             52.4             4.8               

16                13                6                   9                   9                   -                     
100.0           81.3             37.5             56.3             56.3             -                     

15                13                5                   11                8                   -                     
100.0           86.7             33.3             73.3             53.3             -                     

-                     -                     -                     -                     -                     -                     
-                     -                     -                     -                     -                     -                     
-                     -                     -                     -                     -                     -                     
-                     -                     -                     -                     -                     -                     

その他

特に課題はない

Q3.課題の解決策

Q2.離島の特性等

による、教育上の

課題

全体

児童・生徒が多様な価値観・意見に触れる機会

が少ない

児童・生徒の学力水準が低い

児童・生徒の人間関係が固定化している

教員の人数が少ない

プログラミング教育や英語学習など新しい教育

課程を十分にこなせない

文化的刺激(図書館・美術館・博物館等)が少な

い

部活動の種類や活動範囲に制約が大きい

学習塾や習い事の機会が少ない

上段:度数

下段:％ 合計

様々な児童・

生徒と交流

する機会を
増やす

教員の研修

機会を増や
す

専門分野の

教員から授

業を受ける機
会を増やす

島の外に出

る機会を増
やす

その他

28                23                11                19                12                2                   
100.0           82.1             39.3             67.9             42.9             7.1               

17                16                7                   11                7                   1                   
100.0           94.1             41.2             64.7             41.2             5.9               

23                20                9                   15                10                1                   
100.0           87.0             39.1             65.2             43.5             4.3               

21                19                8                   14                9                   2                   
100.0           90.5             38.1             66.7             42.9             9.5               

9                   7                   2                   5                   5                   -                     
100.0           77.8             22.2             55.6             55.6             -                     

8                   7                   5                   5                   6                   -                     
100.0           87.5             62.5             62.5             75.0             -                     

-                     -                     -                     -                     -                     -                     
-                     -                     -                     -                     -                     -                     

4                   3                   2                   2                   3                   -                     
100.0           75.0             50.0             50.0             75.0             -                     

3                   2                   1                   2                   2                   1                   
100.0           66.7             33.3             66.7             66.7             33.3             

高校進学を諦める中学生がいる

教育の機会均等の観点から問題である

その他

Q3.課題の解決策

全体

生徒が人間的に成長する機会である

生徒の人間関係が広がる機会である

生徒が様々な経験ができる機会である

若者が一度、島を離れてしまうと、将来、島に
帰って来る可能性が低い

家族を帯同して本島等に移住してしまうケース

がある

Q1.公立中学校の

卒業生が高校進学

を希望する場合、
島を離れることに

ついてどう思うか
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第３章 日本におけるＩＣＴを活用した教育環境改善に資する先行

事例の現状 

 

第１節 遠隔授業の類型別の先行事例                          

 

１－１ 合同授業型遠隔授業の例                         

 

 複数校の教室間をテレビ会議システム等により接続して授業を行う「合同授業型」の遠隔

授業は、全国で広く普及している。特に、前述の通り、小規模校等における教育活動に有効

と考えられることから、山間部の人口減少地域などにおける実践事例が多く展開されている。 

 例えば、児童生徒数が非常に少ない学校では、きめ細かな教育を行うことができるメリッ

トがある一方で、複式学級編成での学級運営となったり、少ない教員数での運営となったり

するといった学校運営上の課題に加え、同学年の児童生徒間の交流や、自身と異なる多様な

人格や価値観と触れ合い、自身の考えや気持ちを伝える機会に乏しいなどといった課題もあ

ることから、域内の多くの小中学校でテレビ会議システムを導入し、遠隔合同授業を展開し

ている。 

 また、複式学級のうち、特定の学年の児童同士をテレビ会議システムで接続した遠隔合同

授業を展開し、教員が児童を指導する時間を増加させるなどといった手法により複式学級の

課題を解消しようとする取組も進められている。 

 

図表 49 複式学級での遠隔合同授業の例（福島県富岡町の小学校） 
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１－２ 教師支援型遠隔授業の例                         

 

 「教師支援型」の遠隔授業は、ALT や博物館・美術館等の専門家と遠隔で協働すること

が想定されるため、学校にとっては、実現したい内容を提供できる協力先を確保する必要が

生じる。 

 授業の実施にあたっては、協力先が提供するコンテンツを活用して実施するケースもある。 

 例えば、旭山動物園（北海道旭川市）では、「i ねっとわーく授業」というコンテンツを学

校向けに提供している。場所を固定した遠隔授業ではなく、「ぺんぎん館」「あざらし館」「ほ

っきょくぐま館」「もうじゅう館」の４施設屋の内外を実際に見学しているような学習体験

ができる。飼育員が iPad とポケット Wi-Fi を持ち歩き、学校側と対話しながら映像を撮影

して送信する。児童生徒は遠隔の「そこにいる動物たち」を学校にいながらにして観察し、

動物園職員の解説を受けながらリアルタイムに学習することができる。 

既定のプログラムを用意せず、教師が考える学習目標や内容を把握した上で、教師と共に

柔軟に授業展開する。 

遠隔授業の利用は全国ベースで年間 10 件程度である。旭山動物園は遠隔授業に限らず、

学校との教育連携に熱心に取り組んでおり、出張授業など年間 200 件を実施、1 万人の児童

生徒と接している。また、園内に「教育研究会」を設置し、学校との連携について継続的に

検討、実施している。 

 

図表 50 動物園が提供する遠隔授業の例（旭山動物園）11 

 
 

１－３ 教科・科目充実型遠隔授業の例                         

 

                                                  
11 旭山動物園 WEB サイトより 

https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/asahiyamazoo/activities/p008579.html 
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 平成 30 年度から文部科学省が展開している「高等学校における次世代の学習ニーズを踏

まえた指導の充実事業」において、「教科・科目充実型」の遠隔授業の例をみることができ

る。 

 

図表 51 文部科学省「遠隔教育等の教育改革の優良事例の普及」の実施状況 

 

 

 上記のように、北海道・静岡県・徳島県・高知県・長崎県・大分県で事業が展開されてい

るが、例えば、静岡県での「中山間地域の小規模校における遠隔教育推進事業」では、小規

模分校において化学担当の教員が配置できず、生物担当の教員が化学の授業を実施していた

ところ、遠隔教育事業により、本校に在籍する化学担当教員の指導が可能となり、より質の

高い授業を実現できるようになった。 

 

図表 52 遠隔授業での専門教員による授業の実現の例（静岡県立浜名湖北高等学校） 

 

 

 同事業の北海道における展開（「遠隔教育の質の確保・向上に向けた実証研究」）において

は、北海道有朋高校・倶知安高校に在籍する教員が、夕張高校・平取高校・南茅部高校・下

川商業高校・礼文高校・豊富高校・常呂高校・阿寒高校といった、小規模で数学・理科・情

報・芸術などといった専門性の高い教科の専門教員を配置しづらい高校に向けて授業を配信

することで、単位を認定することができる仕組みを構築している。 
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図表 53 遠隔授業での専門教員による授業の実現の例（北海道） 
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第２節 ＩＣＴを活用した教育の情報化への取組事例               

 
総務省における教育の情報化の取組を例示する。 

 

２－１ ＩＣＴスキル向上に向けた取組                        

 

地域で子供・学生、社会人、障害者、高齢者等がモノづくり、デザイン、ロボット操作、

ゲーム、音楽等を楽しく学び合う中で、プログラミング等のＩＣＴに関し世代を超えて知

識・経験を共有する地域ＩＣＴクラブの普及に努めている。 

 

図表 54 地域ＩＣＴクラブのイメージ 
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第３節 本検討会における事例視察                                 

 

本検討会にて実施した先進視察事例について、下記に取りまとめる。 

 

３－１ 視察概要                     

■視察日程 

日時 訪問先 内容 

12 月 18 日(水) PM 高森町立高森東義務教育

学校（熊本県） 

概要説明 

授業参観（遠隔合同授業） 

意見交換 

12 月 19 日(木) AM 山江村立山田小学校（熊

本県） 

概要説明 

意見交換 

PM 宮崎県立飯野高等学校

（宮崎県） 

概要説明 

授業参観（遠隔合同授業） 

意見交換 

 

■視察参加者 

  氏名 所属 

1 座長 背戸 博史 琉球大学地域連携推進機構 

2 構成員 新城 米広 伊江村教育委員会 

3 構成員(代理) 下門 裕子 沖縄県町村会企画振興課 

4 構成員(代理) 屋宜 宣安 沖縄県教育庁 

5 構成員 當間 文隆 沖縄県立総合教育センター 

6 構成員 森田 裕介 早稲田大学人間科学学術院 

7 構成員(代理) 箱田 麻衣 内閣府沖縄総合事務局 

8 構成員(代理) 鈴木 仁志 内閣府沖縄振興局 

※ほかに、事務局から同行 
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３－２ 視察結果                     

 

■視察事例１【高森町（熊本県）】 

《取組概要》 

 
 

《ご対応者》 

 高森町教育委員会 審議員 古庄泰則 様 

 高森町立高森東学園義務教育学校 校長 塩村勝典 様 

        同      副校長 榎田雄二 様 

        同      教諭・研究主任 石井祐介 様 

 

《町内の概要》 

 中学校１ （高森中学校）  

 小学校１ （高森中央小学校） 

 義務教育学校１ （高森東学園義務教育学校） 

 

《高森町の取組》 

■「高森町新教育プラン」（平成 24 年 3 月策定：平成 31 年 4 月第 3 次改訂） 

・コミュニティスクールを基盤とした小中一貫教育、ふるさと教育 

・空調設備、町費負担教職員の任命、中学校での 35 人学級、義務教育学校の複式学級の解

消、ICT 環境の整備 等 

 

■ICT 環境の整備について 

・電子黒板・実物投影機(46 台)‥‥全小中学校普通教室、 
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特別教室、特別支援学級、体育館に設置 

・タブレット端末(500 台)‥‥児童生徒・教員一人一台 

・デジタル教科書(学習者用を含む)‥‥小中学校全教科 

・校務支援システム、教務支援システム、CMS（コンテンツマネジメントシステム）導入 

・教育 CIO 導入、ICT 支援員配置 

 平成 26 年度に創設した教育 CIO 制度は、町教育長を教育 CIO とし、学校長を学校 CIO

とする。同じく平成 26 年に ICT 支援員を 1 名配置、現在に至る。 

・町内全校が「学校情報化先進校」に認定 

 日本教育工学協会学校情報化認定 

 ・先進地域(H28)高森町教育委員会 

 ・先進校：高森中(H27)、東学園(H28)、高森中央小(H29) 

 

■課題解決型学習「『た』『か』『も』『り』学習」 

 平成 26 年度から町内すべての学校で実施。「高森町新教育プラン」に基づくＩＣＴ環境

の整備・充実を基盤として、アクティブラーニングの視点を踏まえた課題解決型学習モデル

である「たかもり学習」を開発し、すべての学校でその充実を図っている。そうすることで、

児童生徒は９年間に渡り同じスタイルで授業を受けることができ、中１ギャップの解消や学

習内容の確実な理解につながっている。また、教職員にとっては授業づくりを共有すること

をとおして、勤務する学校は違っていても、同じ町の教職員として協働の意識の向上や指導

力の向上につながっている。 

 課題解決型学習モデル「たかもり学習」とは、下の図に示す通り、一単位時間の授業にお

ける学習過程を「た 導入(課題把握）」「か 展開前段(一人学び）」「も 展開後段(協働的な

学び)」「り 終末(振り返り・まとめ）」の４段階に設定し、それぞれの学習過程に効果的な

ＩＣＴの活用を位置づけることによって、主体的･対話的で深い学びを生み出そうとするも

のである。 

 

 

 

 

 

 

《遠隔授業について》 

■遠隔授業 

・H27 年度から取り組んでおり、当初は、Cisco 専用機利用していたが、現在は汎用機利用

（リコー社 UCS） 

・教育上の課題として、大人数での活動、小中学校交流、授業形態の多様化への対応が必要
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となったが、遠隔授業の実施で解決の方向 

・授業の実施にあたっては、一過性のものに終わらないような遠隔授業を目指し、年間計画

を作成して実施 

・例年同じようなことを同じようにやっている点が課題 

 

《ヒアリングのポイント》 

■遠隔授業の準備 

・単元ごとに指導計画を作成し、遠隔授業にふさわしい題材を選定の上、複数回にわたり遠

隔授業を実施。 

・遠隔校の教員と指導計画に沿って調整・確認を実施。平成 27 年度の事業開始当初は 1 時

間の授業を実施するための準備や調整に授業者も接続先も不慣れなため、かなりの時間を費

やしていたが、現在では、継続の成果として修正程度（30～45 分程度の準備時間）で済ん

でいる。 

・接続先の免許教科担当者の持つ専門性を有効に活用するため、接続あり／なしの遠隔授業

の設計が重要。 

 

■遠隔授業の対象 

・平成 27 年度～29 年度の文科省委託事業である『人口減少社会における ICT の活用によ

る教育の質の維持向上に係る実証事業』においては、テーマを絞ることなくほとんどすべて

の教科で年間 3 時間以上の遠隔授業を行っていた。その成果を踏まえ、現在は、多様な考え

を見いだすことができる内容を重点的に遠隔授業の対象とし、 以下の 5 つの視点で授業を

展開している。 

   ①多様な考えで学び合う 

   ②コミュニケーション力育成を図る 

   ③地域の良さや違いに着目 

   ④専門家や専門施設を活かす 

   ⑤協働で制作・評価する 

■遠隔接続先の専門家・専門施設 

・紹介や、自分たちで開拓しアポ取り。ボランティアで依頼しており、謝礼は出していない。 

■授業(教科)以外での活用 

・町内他校と合同の修学旅行の事前学習、高森ふるさと学(総合的な学習の時間)、教員研修、

教員同士の打ち合わせや会議、などで活用。 

・ICT での交流により、学校の垣根を越えた同級生意識が育っている。今では、あえて昼休

み交流などの機会を設ける必要もなくなった。 

《得られた知見など》 

■遠隔授業設計の考え方 
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・接続先との規模の差異や、互いの担当教員のキャリアなどの条件により、最適な授業形態

を設計する必要がある。 

・すべてをリアルタイムの遠隔授業とした場合、どうしてもサブ側の教室が取り残される感

(接続遅延ではなく、授業の中での遅延感)が拭えない。 

・美術作品を実際に手に取れないと評価が難しい、など、遠隔授業ならではの課題がある。 

 

《視察（授業参観）模様》 
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■視察事例２【山江町（熊本県）】 

《取組概要》 

 
 

《ご対応者》 

 山江村教育委員会 教育長 藤本誠一 様 

 山江村立山田小学校 校長 内田正紀 様 

 

《村内の概要》 

 中学校１ （山江中学校）  

 小学校２ （山田小学校、万江小学校） 

 

《山江村の取組》 

■「教育の情報化」研究発表会（令和元年 11 月） 

 ・平成 23 年に取り組みを開始、10 年計画を策定（今年で 9 年目） 

 ・来年度は全国 ICT 教育首長協議会との共催でサミット開催予定 

■ICT 教育全般について 

 ・きっかけは「先生方の授業改善」が目的 

 ・機器の整備のみならず、それを使う教師の育成が重要 

 ・現在は、先生も児童も「普段使い」で活用 

■カリキュラムマネジメント 

 ・新時代に合わせて「プログラミング教育」の実施（昨年度から開始） 

 ・AI を活用した英語教育にも力をいれている（優秀者のシンガポール派遣など） 

 ・学力状況調査：トップの秋田県と変わらない成果 
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《遠隔授業について》 

■遠隔授業 

・エルモ社 xSync(バイシンク）を整備 

【昨年度の実施内容】 

・村内の中学校（1 校）と小学校（2 校）を接続し遠隔授業を実施したほか、渡り廊下にお

いて、子どもたちが相互に挨拶をかわせるような環境を構築（万江小学校は複式学級。４年

生は１人のみ） 

・中学校と高校との交流 

・長野県喬木村との接続 

・シンガポール日本人学校との接続 

 

《ヒアリングのポイント》 

■渡り廊下の常時接続 

・常に繋ぎっ放し。特に「中学校と６年生のギャップ」を埋めることも視野に。また、小学

校の修学旅行は２校合同のため、事前・事後学習に役立てている。 

 

■PC の資産区分 

・教育委員会で購入。児童・生徒が持ち帰りも可能。iPad も持ち帰り可能。金曜日に持っ

て帰って、月曜日に持ってくる。朝、先生のパソコンにつないだら、誰がどれぐらい勉強し

たか把握できる。先生はそれを読み返して指導する。 

 

■学校以外の接続先（地域学校共同活動の活用など） 

・今のところは学校と図書館などの接続。海外であれば、シンガポールやオーストラリアと

の接続は、時差がないので接続しやすいが、先方に同様のシステムがないことが課題。 （教

育とは別の取り組みで）山江村には「地域づくり研究所」があり ICT 支援員が在籍。地産

地消での ICT 活用などを指導している。 

 

■ネットワーク環境 

・ネットワークは行政ネットワークの統合型クラウド上で実施。教育の ICT 化のため、毎

年村全体として年間 3,000 万円の規模の予算を計上。 

 

■教員自身の ICT スキル 

・当初は夏休みの半分ぐらいは校内研修（電子黒板の使い方）。現在は、赴任直後、入学式

前に研修を実施。先生同士で知見を共有しあっている（授業を相互に見学できるようにする、

等）。再任用の先生も使えるようになった。また、各学校に ICT 支援員を配置。授業の準備

サポートや教科書作り（社会科「私たちの山江村」）などのデジタル版を自作している。 
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《得られた知見など》 

■教員の育成 

・単に機器を整備するだけでなく、これを使いこなせるための教員の育成が重要である。 

・ICT を活用した授業を、相互に共有するなど、職員同士の研鑽の場の醸成も重要である。 

■ 「普段使い」を意識 

・「渡り廊下」に設置して相互の学校で自由にコミュニケーションをとれるようにするなど、

ICT が「特別なもの」ではなく、「普段使い」としての利用を志向していくことが重要であ

る。 

 

 

《視察（質疑）模様》 
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■視察事例３【宮崎県立飯野高等学校（宮崎県えびの市）】 

 

《取組概要》 

 
 

《ご対応者》 

 宮崎県立飯野高校高等学校 

 校長 押方 修 様 

          教諭 梅北 瑞輝 様 

 

《飯野高校概要》 

 昭和 40 年 4 月創立 

 普通科(各学年 2 クラス)・生活情報科(各学年 1 クラス) 

 

《授業概要》 

■Cisco Webex Board を使った遠隔交流授業 

・「地域探究活動」の公開授業（梅北先生）。 

・北海道岩見沢市立緑陵高等学校と Webex Board を接続 

・各学校で実施してきたプロジェクト 

 生徒が作成したプレゼンテーションを投影しながら相互に発表 

  ※飯野高校： 

  「JR 吉都線の利用促進を目指した観光ツアー」企画 

・プレゼン終了後、それぞれの生徒同士での意見交換等を実施。 

    

《ヒアリングのポイント》 
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■接続先 

・岩見沢市の高校以外には、広島県の大崎海星高等学校、高知県の嶺北高等学校、沖縄県の

久米島高等学校。アフリカのザンビア共和国ともつないだことがある。宮崎市内の宮崎産業

経営大学の先生に英語の講座をしていただいたことも。 

※デジタルスクールネットワーク：国内外でコミュニティ化。学校単位、教育単位で登録、

無料で連携が可能。 

 

■校内での活用実態 

・現在は総合的な学習の時間や、公営塾等課外での交流学習での活用がメインであるものの、 

 教員の活用意識は高く、今後通常授業での活用も増えていくと思われる。 

・教員同士が相手先のことを知るためにも、相手校との事前のミーティングは重要。 

 

■システムの使い勝手 

・大きいタブレットのようで非常に使いやすい。遠隔で、ひとつのテーマについて協議をす

る場合も、同じ空間でやっているような体感。先生同士離れたところでも情報ツールの中で

連携しながら、SNS のように情報共有が可能。 

・マイクがたくさんあって、話者にフォーカスする機能については、小さな話声まで聞こえ

たりするので弊害もある。複数校をつなぐ場合はミュート対応。 

・Webex Board のトラブルは、相手先（パソコン、スマホ、タブレット）の通信側の事情

でトラブルもなくはないが、 Webex Board 同士では特にない。 

 

《得られた知見など》 

■接続する他校とのマッチング 

・SNS 機能を用いることで、双方の教員同士で、授業に向けた事前の打ち合わせ等を行う

ことが容易にできる。 

 

■海外等多くの連携可能性 

・すでに県内の大学等との接続の事例あり。接続先は、パソコンやタブレット、スカイプな

ども可能なので、海外との接続等、様々な利用シーンが想定される。 
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《視察模様》 

  

 

《Smooth Space を用いた与那国町との接続》 
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■検討会における意見 

 視察の結果、今後の沖縄における遠隔教育の展開について参考になる点や今後更なる知見

を収集したい点として、検討会構成員から以下の意見があった。 

 

・高森町の美術の合同授業について興味深い点は、遠隔授業は一般的に「主会場」と「副会

場」に分かれているが、こちらはお互いが対等に情報の交換を行っていたので、「新しいタ

イプの合同授業」だと思った。 

 

・機器の扱いについて、カメラにキャップを外せばお互いに準備完了というサインとしてい

ることが参考になった。先生方は上手に端末を使用している。結果としてＩＣＴを利用した

いという先生方が異動を希望して、やる気がある先生が集まってきている、という話も興味

深い。 

 

・飯野高校は、ハイスペックの機材が入っていて使いこなし、スムーズに授業に参加してい

た。シスコの Webex も全自動で、教師が何もしなくても、発表者に向いているのは ICT を

使う負担も少なく、授業に集中できるシステムなので、良いシステムを見せてもらったと思

った。 

 

・ICT を日常的に使っている点は、参考になると感じた。遠隔学習は、20 年前に研究レベ

ルで行われていた頃に比べると、ネットワークの帯域も広くなり、パソコンの性能も向上し、

技術的なトラブルが軽減されている。そのため，教員の負担もそれほどではなくなっている

と感じた。 

 

・訪問した学校はすべて、交流がとてもスムーズであった。これは、教員同士が日常的に交

流をしていることが寄与している。教員同士の信頼関係を築くためには、やはり、教員がお

互いの学校を訪問したり、授業について対面で話し合うなど、交流をすることが必要。この

ため、教育委員会や学校長らが金銭的な支援をする必要がある。その人間関係を踏まえて、

教員らが授業をデザインすることになる。 

 

＜参考＞沖縄、鹿児島、長崎の共同研究 

https://ci.nii.ac.jp/naid/120001374430 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjet/31/Suppl./31_KJ00004964367/_article/-char/ja/ 

https://ci.nii.ac.jp/naid/120001392861 

 

・宮崎県立飯野高校では、海外との遠隔授業への発展について、シスコの遠隔授業システム

が海外の学校とのマッチングを可能にしている。2 校間の学校交流は、時として、どちらか
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がメイン教室、どちらかがサブ教室になってしまう可能性がある。国際的な遠隔授業をする

時には、それが問題となる可能性もある。15 年前に行った日韓遠隔授業では、司会者を第

3 地点（どこかは生徒に言わない）において、2 つの会場を結んで授業をした。今後は、こ

のような配慮も必要になるかもしれない。 

 

＜参考＞国内の多地点遠隔授業 

https://ci.nii.ac.jp/naid/10012493845 

https://ci.nii.ac.jp/naid/80015835760 

 

＜参考＞日韓遠隔授業（多地点） 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjet/29/3/29_KJ00004286899/_article/-char/ja/ 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jjet/28/suppl/28_KJ00003730701/_article/-char/ja/ 
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第４章 与那国町と伊江村を結んで実施したＩＣＴ実証実験の報告 

第１節 実証実験の概要                    
 

１－１ 事業概要                                

「離島 ICT 教育実証事業」は、与那国町と伊江村を実施主体とする内閣府補助事業であ

り、国立大学法人琉球大学へ事業検証を委託して実施した。本事業では、ICT 機器を活用

した遠隔授業による教育プログラムの企画・実施及びその教育効果の検証と、それによる

離島への高校教育の可能性を検討するものである。 

平成 29 年度から２年間、与那国町と琉球大学において実証実験を行ってきたが、３年

目を迎えた令和元年度は新規参加の伊江村と与那国町の中学校をICT機器で結び遠隔授業

を実施するとともに、その検証をし、現状の課題や今後の方向性を探った。 

 

１－２ ＩＣＴによる遠隔授業配信実験の概要                          

与那国町立久部良中学校と伊江村立伊江中学校を光回線でつなぎ遠隔授業及び学校間

交流を実施した。与那国町立久部良中学校と伊江村立伊江中学校間の環境は以下のとおり

である。 

 

①ネットワーク回線 

◇久部良中学校（NTT 光フレッツ回線）  

◇伊江中学校（OT インターネット・ライトアクセス） 

 

②遠隔授業システム 

◇久部良中学校 

 【ハードウェア】 

    <既存の SmoothSpace 機器> 

・プロジェクター  

    ・4ｍ×2.5m の大型スクリーン 2面（2面マルチスクリーン） 

    ・サーバ 

    <新規調達の機器> 

・ノート PC  

    ・カメラ、マイク他  

   【ソフトウェア】 

    ・Zoom 
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◇伊江中学校 

【ハードウェア】 

<令和元年度構築の SmoothSpace2 機器> 

・110 インチ 2面（8面マルチディスプレイ） 

    ・サーバ  

    ・ノート PC  

    ・カメラ、マイク他  

   【ソフトウェア】 

    ・Zoom 

     ※本実証では対向のシステムが異なるため、SmoothSpace2 に内蔵されている

Zoom 機能のみを利用  

③電子黒板 

◇久部良中学校・伊江中学校共通 

・ハードウェア： xSync Board 

・ソフトウェア： xSync Prime Academic 

※双方での画面共有を実現 

 

④生徒用端末 

◇久部良中学校・伊江中学校共通 

・ハードウェア： タブレット端末 

・ソフトウェア： Zoom 

※双方の生徒同士のビデオチャットを実現 

 

・昨年度の検証委員会による提言を受け、タブレットを活用したグループでの学び合い活

動を授業に導入した。 

  

・令和２年２月３日（月）～２月７日（金）の５日間常時接続し、検証授業の他に給食交

流や英語の読み聞かせ、吹奏楽部やロボコン部の活動紹介を実施した。 

 

 ・２月６日（木）４校時 英語の検証授業を実施した。 

「比較し選んだことを、理由も含め相手に伝えよう」（比較級） 

中学２年生 久部良中学校：７名（指導者：白玉慎二教諭）  

伊江中学校：２５名（指導者：内間陽介教諭） 

 

・２月７日（金）３～４校時 総合的な学習の検証授業を実施した。 

「修学旅行で学んだことを発表し合い、見識を広げる」 
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中学２年生 久部良中学校：７名（指導者：白玉慎二教諭）  

伊江中学校：５０名（指導者：上原太一教諭） ※２クラス合同 

 

・生徒の遠隔授業への意識の変化や教育効果を測るため、実証実験の事後に両校生徒に質

問紙調査を実施した。 

 

第２節 ＩＣＴ機器を活用した遠隔授業による教育効果等検証委員会の設置   
 

２－１ 検証委員会の設置                            

ICT 機器を活用した遠隔授業による教育プログラムの企画・実施及びその教育効果の検証

と離島への高校教育の可能性の検証を行うため、「離島教育環境改善事業における ICT 機器

を活用した遠隔授業による教育プログラムの企画及び教育効果等検証委員会設置要項」に基

づき「ICT 機器を活用した遠隔授業による教育効果等検証委員会」（以下「検証委員会」と

いう。）を琉球大学地域連携推進機構内に設置した。 

 

２－２ 検証委員会の所掌                            

検証委員会は、以下①～③についての検証及び助言を行い、それを踏まえ、必要に応じて

提言を行う。 

① ICT 機器を活用した遠隔授業カリキュラムの企画及び教育効果に関すること 

② ①の成果を踏まえた離島への高等学校教育の可能性に関すること 

③ その他必要なこと 

 

２－３ 構成員                                

検証委員会の構成員は、琉球大学教員５名、与那国町教育委員会職員１名、伊江村教育委

員会職員１名、沖縄県教育庁関係職員１名、教育学部附属中学校校長１名、外部有識者１名

からなる計 10 名で構成した。 

 

２－４ 検証委員会の開催                            

【第１回検証委員会】 

日 時：令和元年１１月２７日（水）１４：３０～１６：００ 

場 所：琉球大学 地域国際学習センター ３０４学習相談室 

議 題：①委員長選出、②事業概要説明、③進捗報告、④実証実験の企画 

 

【第２回検証委員会】 

日 時：令和２年１月２７日（月）１５：００～１６：３０  

場 所：琉球大学 地域国際学習センター ３０４学習相談室 
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議 題：①実証実験の計画、②実証実験の検証計画、③検証報告書の作成計画 

 

【第３回検証委員会】 

日 時：令和２年３月２６日（木）１４：００～１５：３０  

場 所：琉球大学 地域国際学習センター ３０４学習相談室 

議 題：検証報告、検証報告書の作成 

 

第３節 ＩＣＴ機器活用による遠隔授業実証実験の成果と検証               

検証委員の立ち会いのもと、令和２年２月６日（木）、７日(金)に久部良中学校と伊江中

学校で実証実験が行われた。アンケート調査の結果をもとに、教科ごとに成果を整理する。 

 

３－１【英語】「比較し選んだことを、理由も含め相手に伝えよう」（比較級）           

 

問：ICT 機器（タブレット端末など）を用いて，他の学校の生徒と一緒に学んだ今日の授業

は，普段の授業（同じ中学校の生徒だけで受けている授業）と比べてどうでしたか（次

の１〜５の中から，もっとも当てはまるものを○で囲んで下さい） 

中学校名 5. 普 段

の授業よ

り 分 か り

やすかっ

た 

4. どちら

か と い え

ば普段の

授 業 よ り

分 か り や

すかった 

3. 普 段

の 授 業 と

同 じ ぐ ら

い   

2. どちら

か と い え

ば普段の

授 業 よ り

分 か り に

くかった 

1. 普 段

の授業よ

り分かりに

くかった 

0.無回答 計 

久部良 1 0 4 2 0 0 7 

伊江 2 5 9 6 1 0 23 

 

肯定的な回答をした生徒からは「集中できたから」、「たくさんの意見を聞けるから楽しく

できる」、「他の中学校と楽しく学べたから」などの理由が寄せられた。 

 否定的な回答の理由は、圧倒的に「聞きづらかったから」が多かった。後述するが、英語 

の授業に関してはトラブルとも言える音声の問題が生じた。 
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問：今日の授業の内容には興味が持てましたか（次の１〜５の中から，もっとも当てはまる

ものを○で囲んで下さい） 

中学校名 5. と て も

興 味 が も

てた 

4. 少し興

味 が も て

た 

3. どちら

でもない   

2. あ ま り

興味はも

て な か っ

た 

1. 全く興

味は持て

なかった 

0.無回答 計 

久部良 5 2 0 0 0 0 7 

伊江 7 13 3 0 0 0 23 

 

肯定的な回答をした生徒が有意に多く、否定的な回答をした生徒が皆無であったことから、

両校の大多数の生徒の興味を喚起できたと評価できる。 

 

 その他、自由記述では「もっともっと仲良くなって名前をおぼえてもらえるようにしたい」、 

「他の中学校ともこういう授業をやってみたい」、「楽しく授業を学べたので、英語にもっと 

興味がもてた」、「もっと他の離島ともつながりたい」、「内地の人々や外国の人々ともコミュ 

ニ－ケーションしたい」などの回答が寄せられた。 

また、「スクリ－ンごしなのに気持ちが伝わった」、「相手と交流をたくさんできて楽しか 

ったし，こんなことができるんだと知りました」など、ICT 機器そのものへの驚きの声も寄

せられた。 

 

３－２【総合的な学習の時間】「修学旅行で学んだことを発表し合い、見識を広げる」        

 

問：他の中学校の生徒と ICT 機器を用いて一緒に学んだ今日の授業のようなやり方には

興味が持てましたか（次の１〜５の中から，もっとも当てはまるものを○で囲んで

下さい） 

中学校名 5. と て も

興 味 が も

てた 

4. 少し興

味 が も て

た 

3. どちら

でもない   

2. あ ま り

興味はも

て な か っ

た 

1. 全く興

味は持て

なかった 

0.無回答 計 

久部良 4 2 0 0 0 0 6 

伊江 17 8 7 0 0 0 32 

 

両校の回答傾向に有意な差は確認できなかったが、肯定的な回答が多いのに比して否定的

な回答が皆無であったことから、多くの生徒の興味を喚起できたと評価できる。 
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問：今日の授業のようなやり方の授業はどうでしたか（次の１〜５の中から，もっとも

当てはまるものを○で囲んで下さい） 

中学校名 5.  と て

も 楽 し く

学べた 

4. 楽しく

学べた 

3. どちら

でもない   

2. あ ま り

楽 し く 学

べ な か っ

た 

1. 全く楽

し く 学 べ

なかった 

0.無回答 計 

久部良 2 4 0 0 0 0 6 

伊江 20 10 2 0 0 0 32 

 

両校の回答傾向に有意差は確認できなかったが、両校の大多数の生徒が今回の授業で楽し

んで学べたと評価できる。 

 

その他、自由記述では以下のような回答があった。 

・修学旅行の発表を通して伊江中生の人柄が分かった。 

・画面ごしでこんなにも伝わるとは思わなかった。 

・色んな機器がつながってできているということがわかった。 

・直接会わなくても交流できてすごい。 

・久部良中の発表のしかたいい。 

・通信がちょっとおそかった。 

・いつもよりじゅうなんにものを学えられた。 

・いつもとちがうから話しやすくて楽しかった(知らない人だったから)。 

・ICT 機器でも人とコミュ－ニケーションができるんだと学びました。 

・近くにいるかのように話せ，発表や質問がしやすい。 

・普段出来ないことが，一緒に出来て，久部良中(与那国)について知ることができた。 

・おしゃべりみたいにできて楽しかった。 

・１対 1で会話したい。 

・美術の授業などしてみたい。 

・その島の良い所や観光スポットを紹介しあいたい。 

・お互いの学校紹介的なことをしたい。 

・おしゃべりしてみたい(１日一緒)。 

・そこの中学は，どんなスポーツがあるか?はやっていること。 

・普通の授業を一緒にうけてみたい。 

・一緒に部活したい(えんそう会)(吹部)。休み時間・給食を一緒にたべる。 

・コミュニケーションも高めることもでき，会えない生徒と一緒に学べることができた。 

・文化のちがいをまなんでみたい。 
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ICT 機器を活用した遠隔授業を通して喚起された異文化や他者への興味が示されるとと

もに、同一学校で生活していれば当たり前になってくる学校生活時間全体の共有を求める回

答も寄せられた。 

 

３－３ その他の交流                                

英語及び総合的な学習の時間での遠隔授業以外にも、久部良中学校と伊江中学校の間で

「給食」、「英語読み聞かせ」、「ロボコン同好会の紹介」、「吹奏楽部演奏」の４つの内容で交

流活動を行った。回答者の属性は以下の通り。 

 

中学校名/活動内容 1.第一学年 2. 第二学

年 

3.第三学

年 

0.無回答 計 

久部良 0 6 0 0 6 

伊江 

給食交流 2 2 6 0 10 

英語読み聞

かせ 
2 5 0 0 7 

ロボコン 3 0 0 0 3 

吹奏楽部 5 8 0 0 13 

 

中学校名/活動内容 1.男性 2. 女性 0.無回答 計 

久部良 3 3 0 6 

伊江 

給食交流 7 3 0 10 

英語読み聞か

せ 
1 6 0 7 

ロボコン 1 2 0 3 

吹奏楽部 1 12 0 13 
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問：ICT 機器を用いて，直接会うには遠いところに住んでいるため，簡単に会うことが

できない生徒と今回のような内容で交流することに興味が持てましたか（次の１〜

５の中から，もっとも当てはまるものを○で囲んで下さい） 

中学校名/活動内

容 

5. と て

も 興 味

がもてた 

4. 少 し

興 味 が

もてた 

3. ど ち

らでもな

い

 

  

2. あ ま

り 興 味

はもてな

かった 

1. 全 く

興 味 は

持 て な

かった 

0. 無 回

答 

計 

久部良 5 1 0 0 0 0 6 

伊江 

給食交

流 

8 1 1 0 0 0 10 

英 語 読

み 聞 か

せ 

2 3 2 0 0 0 7 

ロボコン 2 1 0 0 0 0 3 

吹奏楽部 6 7 0 0 0 0 13 

 

否定的な回答をした生徒は皆無であり、肯定的な回答をした生徒は有意に多かった。 

 

問：ICT 機器は簡単に使えましたか（次の１〜５の中から，もっとも当てはまるものを

○で囲んで下さい） 

中学校名/活動内

容 

5. と て

も 簡 単

に 使 え

た 

4. ど ち

らかとい

うと簡単

に 使 え

た 

3. ど ち

らでもな

い

 

  

2. ど ち

らかとい

う と 使 う

の が 難

しかった 

1. 使 う

の が 難

しかった 

0. 無 回

答 

計 

久部良 2 4 0 0 0 0 6 

伊江 

給食交

流 

5 3 2 0 0 0 10 

英 語 読

み 聞 か

せ 

2 2 3 0 0 0 7 

ロボコン 0 0 3 0 0 0 3 

吹奏楽部 0 2 9 1 1 0 13 
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吹奏楽部の交流をした伊江中学校の生徒に否定的な回答があった。5.と 4.を肯定的な回

答としてまとめ検定した結果、有意差が確認された。久部良中学校と伊江中学校の給食交流

では肯定的な評価をした生徒が有意に多かったが、伊江中学校の吹奏楽部の交流では肯定的

な評価をした生徒が有意に少なく、それ以外の回答をした生徒が有意に多かった。「映像」

や「音」（安定した接続，画質，音質，音量等）が重要となってくる活動では今回のような

ICT 機器や接続環境では生徒が満足に至らないため、改善が必要であるとともに、ICT を活

用した交流に向いている内容、向いていない内容の整理が必要である。 

一方で交流内容自体の満足感は高く、自由記述では「楽しかったので，もっと交流したい」、

「初めてのことでしたが，とても交流して深めることができたためとても良かった」などの

回答が多数あった。 

 

３－４ 実証実験の成果と今後の課題                              

今年度の実証実験は、久部良中が既存構築の SmoothSpace（専用機器で TV 会議システム

を制御）、伊江中が SmoothSpace2（クラウドサービスで TV 会議システムを制御）となって

おり、システムが異なり相互接続ができないためテレビ会議システムのソフトウェアとして

Zoom を用いた。昨年度までは同一システムによる接続であったのに対し、異なるシステム

間でのクラウド利用による接続が確認できたことは成果のひとつと言える。 

また回線面においても、これまではフレッツ VPN ワイド（インターネットを介さない閉域

の IP ネットワーク上特定の拠点のみと接続できる）（フレッツ光）であったのに対し、今回

はインターネット回線となっており、新たな回線での遠隔授業が成立したことも、成果と言

える。 

さらに、今年度は遠隔授業のみならず、ICT を活用した生徒間交流として「給食」、「英語

読み聞かせ」、「ロボコン同好会の紹介」、「吹奏楽部演奏」を通した交流の時間を設けたが、

上述したように、生徒たちは異文化や異なる他者に対する深い興味を示していた。通信によ

る遠隔教育は学校文化の確保の上で課題を抱えるが、こうした交流の機会に関する実験を重

ねるなかで、ひとつの解決策を見いだすことが展望される。 

こうした成果の一方で、通信環境や授業法に、課題も見えてきた。例えば検証委員による

視察や生徒のアンケート結果では画質や音質の低下、遅延、中断が挙げられていたが、大き

な要因は異なるシステム間の接続やインターネット回線の利用という通信環境にあると考

えられる。なかでも「聞き取りにくい」、「聞き返す」といった使い勝手を悪くしていたのが

ハウリング問題である。タブレット端末の音声入出力のボリュームが大きいと、機器間でハ

ウリングが生じるようであった。 

これを改善するには、タブレット利用時のイヤホン使用が考えられる。もう一つ、ハウリ

ングの改善方法として考えらえるのはメインマイクとスピーカーの位置関係である。従来の

SmoothSpace のシステムに比べ今回は、マイクが生徒側に近かった。それにより、スピーカ

ーから発せられた音がマイクに入り、２拠点間を巡って、また、スピーカーから発せられる
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ことで音が増大したものと考えられる。メインスピーカーをメインマイクよりも生徒側に設

置し、直接音が入り込まないようにした方がよいと考えられる。 

いずれにしろ、通信環境を巡っては「声がきこえたり，きこえなかったりする所をなおし

てほしい」や「音声がきこえずらかったり，とどきにくい」、「画質がわるい」、「手もとをう

つすところと，全体をうつすところができたらいいです」といった回答が多数あった。ICT

利用による教育を実際に運用していくのであれば、こうした問題をすぐに解決できる技術支

援スタッフは必須であり、あるいは生徒や教職員だけで学習環境が整えられるようなシステ

ムを構築しなければ日常の教育場面に組み入れることは困難である。また授業者にとっては

当初予定していた学習環境が保てない場合の代替案も複数必要となる。 

いずれも実証実験を積み重ねていくことを通して蓄積しなければならない重要な情報で

あり、今後の残された課題であろう。 

 

なお、本章では同事業およびその検証の概要のみを記した。本事業の検証結果の詳細につ

いては「令和元年度 離島 ICT 教育実証事業における ICT 機器を活用した遠隔授業による教

育効果等検証委員会報告書」（問合せ先：国立大学法人琉球大学総合企画戦略部地域連携推

進課）を参照されたい。 

 

ああ。 

 

 

 

 

 

  



 

80 
 

第５章 まとめ                                                

 

第１節 離島における教育環境の課題                    
 

１－１ 離島において高校が存在しないことに関すること              

高校のない離島で生活を送る中学生については、多くの場合、高校に進学するため、島を

離れることになる。平成 29 年度卒業者については、全員が進学し、島を出ている。 

アンケート調査では、島における教育上の課題として、子どもや保護者から、「高校・大

学が島にないこと」が多く挙げられている。 

高校がないことによる課題等について、以下のようなことが指摘されている。 

 

（島を離れることによる負担） 

 島を離れることにより、保護者の経済的な負担が多く、支援策として、奨学金の給付

等や寮の整備も進められているが、検討会において、経済的負担が重いことや、子ども

にとっても、親元を離れて暮らすことによる環境面の変化が子どもの負担になるという

意見があった。 

 アンケート結果では、高校生の進学後の居住形態について、学生寮に入寮している場

合も 67.6％だが、下宿・アパートを借りている場合が 20.4％、家族とともに移住してい

る場合が 5.6％となっている12。 

 

（島を離れることに関する意識） 

検討会では、島に残って仕事をしたい子も、島を出て本島で仕事をしたい子も両方い

ることや、島に高校がない環境を当たり前と感じており、島に残るという選択肢を考え

たことがない子どもや保護者も多く、島に仕事がさほどない現状があることなどの意見

があった。こうしたことに対し、「高校がない方が子どもは早く巣立つ」という考え方を

とることにより、高校がないという環境を合理化していることもあるのではないか、と

の意見もあった。 

こうしたことから、教育の機会平等の保障や子どもたちが通う場の選択肢が必要だと

いう意見があった。 

アンケート結果では、島を離れて生活することについて、中学生、高校生共に「特に

何も思っていない」の回答が最も多く（中：44.8%、高：43.3%）、その保護者は「この機

会に島を離れてみてもよい」の回答が最も多くなっている（中学生保護者：46.0%、高校

生保護者：40.8%）。 

また、将来の希望居住地について、高校生は、「中学生時に住んでいた島」が 13.9％、

                                                  
12 高校生と高校生の保護者で同じ設問があるが、回答率が高い高校生の回答を使用。 
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それ以外が 59.3％、「まだわからない」が 26.9％となっている。その理由のうち、中学

時に住んでいた島を希望する理由として、「島が好きだから」という理由が最も多く

（86.7％）、中学時に住んでいた島に住むことを希望しない理由は、「希望する職業等が

島の外にあるから」が最も多い（59.8％）13。保護者についても、同様の傾向にある14。 

 

（地域への影響について） 

 また、検討会では、高校がないことによって、子どもが島を出る必要があるという直

接的な影響のみならず、地域にいる子どもたち全体へ与える影響が挙げられた。島に高

校があることによりそこに通う高校生もプライドを持ち、小中学生もその姿を見ること

により良い影響があるなどの効果があるが、高校がないと、そのような環境が失われる

ことになるという意見のほか、高校生がいないことにより、例えば部活などで困難を乗

り越える姿を小中学生が直接目にすることができず、先輩の姿から学ぶ機会がなくなる

という意見、先輩からの話を聞く場合にも、大学生は出身高校に戻って体験談を話すこ

とが多く、高校がないことにより、大学生の話を聞く機会が減るなどの意見があった。 

さらに、地域社会へ与える影響として、高校生年齢の子どもが島に存在しないことに

より、行事の活気が減ることやボランティアなどの地域活動の担い手が減ること、また、

高校での社会人向けの公開講座などを受講する機会が社会人にも失われているという意

見があった。 

 

１－２ その他教育環境全般に関すること                     

１－１で述べた課題に加え、以下のような離島における教育上の課題が議論された。 

 

（生徒数が少人数であること） 

アンケート結果では、離島における教育上の課題として、小中学校の学校長からは、児

童・生徒が多様な価値観・意見に触れる機会が少ないこと（82.8%）、児童・生徒の人間関

係が固定化されること（82.8%）、部活動の種類や活動範囲に制約が大きいこと（55.2%）

などが挙げられた。 

中学生、高校生では、離島における教育の満足している点として、「小中学校で同級生

が変わらない（中：43.7%、高：56.5%）、「学校の生徒数が少ない」（中：37.2%、高：48.1%）

となっており、肯定的にとらえている場合が多いが、不満な点としても「小中学校で同級

生が変わらない」（中：8.5%、高：6.5%）、「学校の生徒数が少ない」（中：22.5%、高：18.5%）

                                                  
13 中学生は、「現在住んでいる島」が 14.7％、それ以外が 44.7％、「まだわからない」が 40.7％となっている。その理

由のうち、現在住んでいる島を希望する理由として、「島が好きだから」という理由が最も多く（71.4％）、現在住んで

いる島に住むことを希望しない理由は、「希望する職業等が島の外にあるから」が最も多い（52.5％） 

 
14 高校生の保護者は、子ども達の将来の居住地の希望を子ども達自身がどのように考えているかについて、「中学生時に

住んでいた島」が 7.8％、それ以外が 47.1％、「まだわからない」が 45.1％となっている。その理由のうち、中学時に住

んでいた島を希望する理由として、「島が好きだから」という理由が最も多く（75.0%）、中学時に住んでいた島に住むこ

とを希望しない理由は、「希望する職業等が島の外にあるから」が最も多い（54.1％）。 
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が挙げられている。 

こうしたことに対し、様々な児童・生徒と交流する機会を増やす（82.1％）、島の外に

出る機会を増やす（42.9％）などにより、工夫している学校もあった。 

 

（教員の体制等） 

検討会では、学校の生徒数が少ないことにより、小規模複式学級となり、教科担当外の

教員が教える必要がある場合があり、また、授業のための授業研究が 2倍になること、同

じ教科の先生方同士の話合いができない学校があることなどの意見があった。 

また、教員の異動のサイクルが早く、引き継ぎが大変という人事に関する指摘もあった。 

加えて、ICT を活用する場合にも、ハード面（機器の準備）、ソフト面（授業内容の調

整）の技術的な面や業務量の増大などの課題も挙げられた。 

さらに、生徒の成績状況をクラウド化するなど、教員の業務全体の効率化を進めたい、

という意見もあった。 

アンケート結果では、離島の小中学校校長より、教員の人数が少ない（44.8%）といっ

た課題も挙げられている。 

 

（社会教育施設等） 

離島における文化的なものに触れ合うものとして、図書館、博物館、美術館などの社

会教育施設については、県において、移動図書館や移動博物館などの取組も行われてい

るが、離島では、そういったものに触れる機会は十分ではないとの意見があった。また、

社会教育施設に限らず、学校を取り巻く地域資源の数が限られており、学校の活動を支

える地域の支援が多様でないことも考えられる。 

アンケート結果では、離島の小中学校校長より、課題として、「文化的刺激（図書館、

美術館、博物館等）が少ない」が 72.4%挙げられている。 

 
第２節 現状と課題を踏まえた対応策                    
 

２－１ 高校等の離島において求められる教育の在り方               

本検討会においては、高校のない離島における課題やその課題を解決するための方策等につ

いて議論を重ねてきた。 

 こうした離島における様々な教育環境の課題を解決するために必要なこと、今後さらに検

討が必要な事項について論点を整理する。 

 

 高校がない離島の子どもたちの教育機会確保のための方策として、考えられることは、 

・離島において高校の教育を受けられる環境整備 

・経済的な負担（学費、居住費等）の軽減 
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・環境が変化することに伴う負担の軽減（子どもの精神面などの負担の軽減） 

などが挙げられる。 

 

 本検討会では、特に、こうした課題に対する解決方策として、ICT を活用した高校のない

離島における高校教育についてこれまで議論してきたことを踏まえ、まずは上記のうち、離

島において、高校の教育を受けられるための環境整備として、ICT を活用した高校を設置す

るとした場合に、どのような論点があるかを整理する。 

（１）望まれている学校について 

（子どもや保護者の意向） 

検討に際して、まず、子どもや保護者に、どのような内容、形式の学校が望まれてい

るのかについて、整理する必要がある。 

 具体的には、教育内容（進学、職業的な学習、部活 等）や学校の形態（全日制、通

信制 等）などが考えられる。 

 アンケート調査では、全日制高校への進学（希望）が最も多く（中：95．2%、高：96.2%）、

中高生が全日制高校の進学を希望する（進学した）理由として、①将来・希望の職業に

就くために必要だから（中：69.4％、高：70.1%）、②大学に進学したいから（中： 41.7%、

高 45.8%）、③部活動を頑張りたいから（中：27.8%、高 27.1%）が挙げられている。 

通信制高校の進学について、「進学を検討したことはない」が中学生で 91.5%、高校生

で 97.2%となっている。その理由として、ほかに行きたい高校があるから（中：55.8%、

高：54.7%）、部活動ができなさそうだから（中：25.3%、高：17.0%）、大学受験に不利そ

うだから（中：18.9%、高：20.8%）、高校進学時には島を出たいと思っているから（中：

17.1%、高：17.0%）、などが挙げられている。 

また、検討中の新しい形態の高校への進学希望について、中学生は、「どちらとも言え

ない」（42.0%）が最も多く、次いで「あまり進学したくない」（24.8%）、その次に「絶対

に進学したくない」（17.2%）となっている。 

その理由として、「ICT を活用したイメージがわからないから」（30.9%）が最も多く、

次いで「高校進学時には島を出たいと思っているから」（28.4%）、その次に「部活動がで

きなさそうだから」（20.3%）となっている。 

高校生は、「あまり進学したくない」（33.3％）が最も多く、次いで「どちらとも言え

ない」（32.4%）、その次に「絶対に進学したくない」（13.9%）となっている。 

その理由として、「高校進学時には島を出たいと思っているから」が最も多く（27.1%）、

次いで「部活動ができなさそうだから」（23.4%）、その次に「ICT を活用したイメージが

わからないから」（18.7%）となっている。 

また、離島について、島を離れたくない子ども15の方が、検討中の新しい形態の高校へ

                                                  
15 「できれば島を離れたくない」「絶対に島を離れたくない」と回答した子ども 


	（表紙のみ）検討会報告書案
	★【0330最終】検討会報告書（本文・参考）
	★【最終】検討会報告書
	★【最終】検討会報告書_目次
	★【最終】検討会報告書案_本編
	★【最終】検討会報告書_参考資料
	参考資料1
	参考1トビラ①
	調査票
	《最終》調査票【1①中学生】
	《最終》調査票【1②中学生の保護者】
	《最終》調査票【2①高校生】
	《最終》調査票【2②高校生の保護者】
	《最終》調査票【3自治体(3市町)】
	《最終》調査票【3自治体(12町村)】
	《最終》調査票【4小中校長(3市町)】
	《最終》調査票【4小中校長(12町村)】

	参考1トビラ②
	1(1)_中学生(単純集計)_n=290
	1(2)_中学生の保護者(単純集計)_n=253
	2(1)_高校生(単純集計)_n=108
	2(2)_高校生の保護者(単純集計)_n=52
	3-1_自治体(単純集計)_n=12
	3-2_自治体(単純集計)_n=12
	4_小中校長(単純集計)_n=29

	参考資料2
	☆参考資料2トビラ
	☆参考2-1内閣府資料（離島の現状、実証実験）
	☆参考2-2文科省資料沖縄遠隔set
	☆参考2-3総務省資料（教育情報化）




	（裏表紙のみ）検討会報告書案



